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本論文で用いる用語・変数・定数の定義

本論文中では，以下の用語を定義する．

タスク : ロボットが達成すべき作業

計測 : 点検作業における異常検出のためのデータの収集

ウェイポイント : 経路においてUAVが通過・到達すべき位置

計測位置 : 計測タスク達成のためのウェイポイント

計測距離 : 計測位置−対象表面間の距離

計測範囲 : 計測位置から有効なデータを収集可能な範囲

本論文中で用いる主な変数・定数の定義を以下に示す．

Spxl : 画像中の 1画素当たりの実サイズ

t : 三角形ポリゴン

T : tの集合および配列

b : tの重心

n : tの法線

p : 計測位置

D : 計測距離

O : 扁球状の計測範囲

co : Oの中心

vop : coから pへ向かうベクトル



viii 本論文で用いる用語・変数・定数の定義

Cj : 複数の tから構成される j番目のクラスタ

C : Cjの集合および配列

bCj
: Cjの b成分の中心

nCj
: Cjのn成分の中心

Vj : Cjの中心



第1章

序論

本章では，本研究の背景と研究目的および本論文の構成を説明する．

1.1 本研究の背景
無人航空機（Unmanned Aerial Vehicle，以降，UAV）とは，人間が搭乗せず遠隔
操縦や自律制御によって飛行する航空機を指す．UAVは空中を移動可能である，人
間が搭乗しないため作業員の負担が少ないといった特徴から，様々な分野での導入
が進められてきた．本節では，UAVの歩みとこれまでの利用について述べる．

1.1.1 UAVの歩み

UAVの歴史は古く，誕生は 1917年に遡る [1]．世界最古のUAVは，アメリカ海
軍のCurtiss-Sperry Aerial Torpedoとされている．この機体をはじめ，当初のUAV

は軍用として開発が進められた．人間が搭乗不要という点から，隊員の生命に危険
が及ぶ任務の遂行を期待された．その後，現在に至るまで標的，偵察，攻撃といっ
た用途で開発・利用されてきた．
一方，民生・産業用UAVの開発は 1980年代から盛んとなった．これまでに最も
普及した分野は農業・林業である．例えば，農薬散布作業は雑草，害虫および菌の
駆除に有効であるが，作業者への曝露の恐れがある，広大な農地への散布は重労働
であるといった課題がある．ヤマハ [2]は，1987年に世界初の農薬散布用の小型無
人ヘリコプターであるR-50を販売した．その他，生育把握 [3]や植生分類 [4]といっ
た目的で開発・利用が広がり，従事者不足が問題とされるこれらの分野において重
要なツールとなっている [5]．
今日「ドローン」として一般的に知られているマルチロータ型 UAVの研究開発
も 1980年代から始まっている．最も初期のマルチロータ型UAVは，丹羽ら [6]が開
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図 1.1. 日本における年少・生産年齢・老年人口の推移（出典：日本の将来推計人口，
国立社会保障・人口問題研究所．）

発したダクテッドファン形VTOL実験機，キーエンス [7]が発売した E-170ジャイ
ロソーサ等である．当時はMEMS（Micro Electro Mechanical Systems）センサや
バッテリーやといった周辺技術が未熟であり，大規模な普及には至らなかったもの
の，現在のマルチロータ型UAVの基礎を築いた．これら技術の発達に伴い，マルチ
ロータ型UAVの研究開発が活発化した．特に，2010年にParrot社のAR.Drone [8]，
2012年にDJI社のPHANTOM [9]といった安価で操縦が容易な機体が発売され，空
撮分野を中心にUAVが広く認知されるきっかけとなった．以降，UAVは様々な分
野で利用され，現在に至る．

1.1.2 UAVへの期待

我が国においては，少子高齢化を背景に労働力不足が大きな問題となっている．国
立社会保障・人口問題研究所 [10]によると，日本の生産年齢（15～64歳）人口は，
1995年の 8,726万人をピークに 2015年には 7,728万人に減少し，2065年には 4,529

万人まで低下すると予想される（図 1.1）．日本のみならず，世界的に見ても高齢化
が進むと予想されており [11]，将来の労働力不足への対策が求められる．
労働力不足に対して，これまでは製造業における産業用ロボット，工場・倉庫内
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図 1.2. 国内のドローンビジネス市場規模の予測（出典：ドローンビジネス調査報告
書 2019【インフラ・設備点検編】，インプレス総合研究所．）

図 1.3. サービス市場の分野別市場規模（出典：ドローンビジネス調査報告書 2019

【インフラ・設備点検編】，インプレス総合研究所．）
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での無人搬送車（Automated Guided Vehicle，以降，AGV）等が大きく貢献してき
た．一方，これらの機器は行動範囲の制約が大きく，導入可能な分野が限定的であっ
た．UAVは従来のロボットとは異なるタスクを遂行可能なツールとして，大きな期
待が寄せられている．
国内のドローン（航空，陸上，水上，水中）ビジネス市場規模の予測結果 [12]を
図 1.2に示す．図 1.2に見られるように，ドローン市場の規模は前後 5年の間で加速
度的に膨らむと予測されており，UAVへの期待は非常に高まっている．ドローンビ
ジネスのうち，サービス市場の分野別市場規模の予測結果を図 1.3に示す．前述の
とおり，「農業」分野は現在最も大きな市場であり，今後も成長していく見通しであ
る．一方，「検査」（=点検）分野の市場規模は 2016年から急速に拡大し，今後 5年で
農業分野を追い抜くと予測されている．以降で述べるが，点検分野ではインフラ設
備の老朽化と作業員不足が喫緊の課題であり，UAVの導入が特に期待されている．
また，「測量」分野においては農業に次いで早い段階から利用が進んでおり，他の分
野に押されながらも安定した市場規模を保つ見込みである．さらに注目すべき分野
は「物流」である．2018年に本格的な利用が始まって以降，2024年には 20倍の市
場規模を持つと試算されている．
以上のように，UAVの利用は今後様々な分野で拡大すると予測されている．以降
では，社会的意義が大きく，向こう 5年ほどで大きな市場規模を持つと考えられる
農業，点検，測量，物流の分野に注目する．ここで，点検，測量，物流の分野に関
して，現状の問題とUAVへの期待を述べる．

点検

老朽化インフラ設備の増加と新設改良費の削減 [13]を背景に，既存設備の長期
利用のための高頻度な点検が求められている．インフラ設備の点検は専門作業
員によって実施されているが，限られた作業員のみで多数の設備すべてを点検
することは困難である．また，点検作業には専門的な技能や経験を要求され，
未経験者を現場へ投入できるレベルまで育成するために多くの時間を要する．
以上のような背景から，点検頻度の確保が課題となっている．代表的なインフ
ラ設備である橋梁を例に挙げると，日本国内の約 70万の橋梁 [13]に対して 5

年に一度の頻度での点検 [14]が義務付けられている．これを受けて，平成 26

年度には全橋梁の 10%（69,766橋）に対して点検が計画されたが，実際に点
検された橋梁は全体の 9%（63,719橋）にとどまった [15]．

インフラ設備の高頻度な点検のために，対象となる設備から各種データを収
集する専用ロボット [16, 17]，対象設備の異常を収集データから検知する技
術 [18–21]といった様々な研究・開発が行われている．特に，UAVは入手が容
易かつ広範囲を短時間で点検可能な点から大きな期待が寄せられており，イン
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フラ設備点検への導入が進んでいる [22, 23]．

測量

従来の地形測量はトータルステーションやGNSS測量機器を用いて作業員が
地上から行う手法が主流であった．この方法は，インフラ設備点検と同様に膨
大な人員と時間を要する．他には，小型の有人航空機を用いて上空から行うと
いった手法もあったが，費用が膨大となる問題に加えて，上空からの測量とな
るため詳細なデータを収集できず，狭域の詳細な測量には不適である．

UAVを導入することで，安価，少人数，短時間で広範囲を詳細に測量できる
と期待されている．現在でも多くの企業がUAVを用いた測量サービスを提供
している [24, 25]．

物流

昨今のネットショッピングの利用拡大 [26]を背景に，運送業界では人手不足が
深刻な問題となっている．また，顧客への荷物の配送はこれまで陸路を主とし
て行われてきたが，交通渋滞が慢性化した地域においては円滑な配送が困難で
ある．AI・IoT技術を活用した物流の最適化に関する研究開発 [27,28]も行わ
れてきたが，陸路のみでの配送には限界がある．

UAVの導入により，無人かつ高速な配送，また，離島などの交通困難地への
配送が期待されている．これまでに，楽天 [29]や amazon [30]といった企業が
UAVを用いた配送サービスの提供に向けて活動している．

上記の分野において，UAVの機構は基本的に同一である．にもかかわらず，UAV

の適用先が多岐にわたるのは，UAVがタスク達成のために異なる動作をするからで
ある．例えば，物流作業において，UAVは荷物を目的地まで運ぶタスクを要求され
る．この場合，UAVは基地から（複数の）目的地へ移動して荷物を積み降ろし，最
終的に基地へ戻る．一方，インフラ設備点検・地形測量作業においては対象物の表面
形状をカメラやレーザ距離計を用いてデータを収集するタスクを求められる．この
タスクは物流のような荷物を目的地まで運ぶタスクとは異なり，UAVは基地から出
発して対象物周辺を飛行しながらデータを収集し，最終的に基地へ戻る．また，農
業の分野においては，タスクは指定された領域への農薬の散布となる．このタスク
においては，UAVは測量のように対象物周辺を飛行しながら農薬を散布する．タス
クを考慮して動作を検討することで，これまで挙げた分野以外にも UAVを導入で
きる可能性がある．そのため，UAVの利用は今後さらに広がると考えられる．
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1.2 UAV利用の技術課題
幅広い分野での利用が進むUAVであるが，現行のUAVには技術課題が存在する．
本節では，UAVの技術課題について述べ，本研究で対象とする課題を明確化する．
現行のほとんどのUAVはバッテリを動力としている．UAVに搭載可能なバッテ
リの持続時間は一般的に数十分程である．長時間にわたる作業の遂行のために，充
電用基地局の設置や複数機の利用といった策が採られる．ケーブルを介して電力を
供給しながら利用するという対策もあるが，広範囲を移動できるという UAVの特
性を活かし切れていない．
また，UAVは空中を移動するという性質から，航行不能に陥った場合の周囲への
影響がAGV等の機器と比べて大きい．そのため，コントローラとの通信が途絶え
た，機構の一部が故障した際のフェールセーフが強く要求される．例として，通信
断絶時の自動帰還機能，8枚のロータによる冗長性の確保，安全な落下のためのパ
ラシュートの搭載といった対策が採られる．
さらに，マルチロータ型 UAVは操縦が容易とはいえ，業務への利用には一定以
上の操縦技量・経験が求められる．日本においては現在，人口集中地区や空港周辺
で 200g以上のUAVを飛行させる際には国土交通省からの許可・承認が必要である．
この許可・承認を受けるための基準 [31]として，10時間以上の飛行経歴および基本
的な知識・操縦技量という項目が存在する．飛行経験を積むためには自主的な訓練
もしくはドローンスクールの受講が必要であり，UAV利用のネックとなっている．
昨今の技術の発達に伴い，指定されたウェイポイントの巡回のような簡易的な命令
を実行する自律移動が可能となった．一方，実践的な作業への導入を考えると，現
状の自律移動技術には課題が残る [32]．例えば，物流においては数 cmの精度での
着陸が必要とされる．他には，インフラ設備点検ではGNSSが利用不可能な領域で
の自己位置推定が求められる．
以上より，技術課題の中でも，本研究では自律移動に着目する．自律移動技術の
発展によって UAV活用の敷居が下がり，労働力不足解消に貢献できると考えられ
る．以降で，UAVの自律移動のための要素技術について述べる．

1.2.1 UAVの自律移動のための要素技術

自律移動はUAVに特有の技術ではなく，AGVをはじめとするロボットや自動運
転車等の分野で盛んに研究されてきた．自律移動システムは大きく分けて，センシ
ング，自己位置推定，経路計画，機体制御の 4ステップで構成される（図 1.4）．ロ
ボットはまず，カメラ，レーザ距離計，衛星信号受信機等のセンサを用いて自身の
周囲の情報を収集する．収集した情報を基に，環境の中で自身がどこに存在するか
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図 1.4. 自律移動システムの概要

を推定する．推定した位置から，タスク達成のために自身が追従すべき経路を計画
する．経路に関して，作業環境の詳細が既知であればタスク開始前に計画する場合
もある．計画された経路に追従するように移動機構を動作させ，その後再びセンシ
ングを行う．以上の 4ステップをタスク達成まで繰り返す．
システムを構成する各要素技術について議論する．ロボットが移動する環境によっ
て収集が容易・困難なデータは異なる．例えば，遮蔽物のない上空を飛行するUAV

は衛星信号を受信しやすく，GNSSの利用が有効である．しかし，ビル街を走行す
る自動運転車にとっては，マルチパスの影響を受けるGNSSよりも，反射光によっ
て周囲の形状を認識できるレーザ距離計の方が有用なデータを得られる．そのため，
センシング技術に関して，ロボットごとに異なるセンサを搭載すべきである．また，
UAVであれば翼，AGVや自動運転車であれば車輪・ステアリング，その他ロボット
であれば脚といったように，各ロボットはそれぞれ異なる移動機構を持つ．そのた
め，機体制御技術は各機構に合わせて選択する必要がある [33,34]．一方，自己位置
推定，経路計画に関して，AGVとUAVでは活動する環境は異なるが，基本的な要
素技術はおおむね同一である．例えば，大橋ら [35]は，ロボットに搭載された複数
のセンサからの情報を選択・統合し，ロバストな位置推定を実現する手法を提案し
た．この手法は搭載されたセンサの種類に依存しないため，様々なロボットに適用
できる．そのため，これらの要素技術を発展させることで自律移動システムの高度
化に広く貢献できる．
上記要素技術の中で，本研究では経路計画に着目する．まず，これまで研究され
てきた経路計画技術について述べる．従来の主流であった経路計画に関する検討は，
2点間の移動経路の生成，複数目的地の巡回順決定の大きく 2つに分けられる（図
1.5）．それぞれについて以下で説明する．

2点間の移動経路の生成（図 1.5(a)）

ある 1点から他の 1点へ移動する際，点間に障害物がなければ 2点を結ぶ直線
上を移動すればよいが，障害物が存在する場合は迂回して移動しなければなら
ない．また，AGVの場合は地面の起伏，UAVの場合は気流といったように，
移動にかかるコスト（時間，エネルギー等）や機体の安全に影響を及ぼす要素
を考慮する必要がある．
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(a) 2点間の移動 (b) 複数目的地の巡回

図 1.5. これまで主流であった経路計画問題のイメージ（橙点：目的地，赤矢印：経路）

この問題の解法として，ロボットが移動する環境をグラフと見なしてグラフ探
索アルゴリズム [36]を用いる方法が存在する．また，目標位置や障害物にポ
テンシャル関数を定義し，関数の最急降下方向にロボットを移動させるポテン
シャル法 [37]が提案された．これらの手法は，ロボットの経路計画問題に広
く利用されている [38, 39]．

複数目的地の巡回順決定（図 1.5(b)）

ロボットに与えられた作業によっては，複数の目的地を巡回する必要がある．
上記の作業を効率的に達成するためには，総移動距離や総作業時間を最小化す
る経路が求められる．このような問題は，セールスマンが複数の訪問先を巡回
する問題と見立てて，巡回セールスマン問題（Traveling Salesman Problem，
以降，TSP）と呼ばれる．TSPは組み合わせ最適化問題の一種であり，全探
索によって最適解を得られる．しかし，都市（=目的地）の数が多い場合やオ
ンラインで巡回順を決定する場合においては現実的ではない．そこで，現実時
間内に準最適解を導出するアルゴリズム [40,41]が多く提案・利用されている．

以上を受けて，UAVの経路計画について述べる．前述のとおり，UAVには利用
分野ごとに運搬，計測，農薬散布といった様々なタスクが与えられる．これらのタ
スク達成のためには，UAVがとるべき動作に応じた経路を計画する必要がある．一
方，従来の経路計画法は単純な移動を目的としており，あらゆるタスクに適用する
ことはできない．例えば，測量や農薬散布というタスクは対象となる領域と一定の
位置関係を保って飛行する必要があり，2点間の移動や複数目的地の巡回では対処
できない．
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以上のように，UAVのタスク達成のためには，これまでの移動を目的とした手法
とは異なる，タスクを考慮した経路計画が必要である．そこで，UAVのタスクと経
路計画について更に検討し，本研究の焦点を絞る．

1.2.2 UAVが達成すべきタスクと経路計画

UAVが達成すべきタスクと経路計画について議論する．まず，問題の単純化の
ために，タスクは単一のUAVを用いて達成することを前提とする．前述のとおり，
UAVの導入が想定される分野は様々である．ここでは，前節で挙げた物流作業とイ
ンフラ設備点検作業の 2分野に関して議論する．
物流作業おいて，達成すべきタスクはある地点から他の地点への荷物の運搬であ
る．UAVは基地から出発し，集荷地点まで移動して荷物を積み，搬送地点まで移動
して荷物を降ろし，最後に基地へ戻る．集荷・搬送地点は複数の場合もあり，また，
基地に戻らず運搬作業を繰り返す場合もある．以降，集荷地点と搬送地点を合わせ
て目的地と呼ぶ．目的地の位置は事前情報として与えられる，もしくは環境認識技術
を用いて推定できるものとする．上記の作業において，UAVは目的地に到達さえす
れば，荷物の積み降ろし作業はUAVに搭載された機構，もしくは人間によって遂行
可能である．よって，物流作業は目的地の巡回と荷物の積み降ろしという 2つのタス
クに分類でき，経路計画問題においては目的地の巡回のみ考慮すればよい．以上を考
慮し，基地を b，集荷地点と搬送地点を合わせた n個の目的地をD = {d1, d2, ..., dn}
とおくと，{b, d1}，{d1, d2}，…，{dn, b}間を結ぶ各経路を生成すれば，すべてのタ
スクを達成可能な経路を計画できる．また，Dの中で到達すべき順番を入れ替えら
れる場合，TSPを解くことで最短時間でタスクを達成可能な経路を計画できる．以
上のように，物流用UAVについては，従来手法を利用して経路計画が可能となる．
一方，点検作業において，UAVは基地から出発し，対象設備の周辺を移動しなが

ら各種データを収集し，最終的に基地へ戻る．以降，対象設備のデータを収集する
タスクを計測タスクと呼ぶ．物流作業と同様に経路計画を行うためには，計測タス
クを目的地巡回タスクとデータ収集タスクに分類する必要がある．しかし，点検作
業の事前情報として与えられるのは対象設備のうちデータを収集すべき領域である．
対象領域は一般的にUAVに対して広大であり，UAVが到達すべき特定の点群や小
領域群と見なせない．この場合，点検作業から目的地巡回タスクを抜き出せない．人
間が目的地を提示するという解決案はあるが，対象設備は橋梁やダムといった巨大
な構造物であり人手では膨大な手間がかかる，人間による作業は各人での判断基準
に差があり系統立てて目的地を決定できない，といった従来の人間による点検作業
と同様の問題が生じる．そのため，物流作業と同様の経路計画は不可能である．
インフラ設備点検における計測タスクと類似したタスクの経路計画についても議
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図 1.6. 測量用の経路計画のイメージ

論する．地形測量や農薬散布といったタスクは，指定された領域を網羅するという
点で計測タスクと類似する．これらのタスクに関して，経路計画システム [42,43]が
既に開発・運用されている．しかし，これらの経路計画システムは広大な平面領域
を対象とし，作業員が直線移動を繰り返すように操縦する知見をベースとしている
（図 1.6）．そのため，曲面も含んだ複雑な表面形状を持つインフラ設備に対しては
適用が困難・煩雑となる．地上で活動するロボットを用いた掃引タスクについても
経路計画法 [44,45]が提案されたが，同様の問題が存在する．iRobot社の掃引ロボッ
ト「ルンバ」には，障害物の多い環境でも確実に掃引するための経路探索アルゴリ
ズムが搭載されている [46]．一方で，このアルゴリズムは系統的でなく，対象全領
域の計測を保証できない．
以上より，これまで主流であった経路計画法のみでは点検作業に対応できない．そ
こで，本研究の目的を点検用UAVの経路計画に限定する．点検作業以外にも前述の
問題を持つ作業は存在するが，点検作業はインフラ設備の維持・保全に必須であり，
社会的意義が非常に高い分野である．そのための経路計問題は早急に解決すべきで
あるため，本研究で取り扱う問題とする．

1.3 インフラ設備自動点検システムと経路計画問題
前節で課題としたインフラ設備点検のための経路計画問題に取り組むにあたり，
インフラ設備点検の全体像，本研究において取り扱うべき作業，また，その作業に
おける経路計画の必要性を明確化する．
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1.3.1 インフラ設備点検の補助・代替のための要素技術

インフラ設備点検の最終目的は，設備の長期安全利用のための維持管理計画を立
案する際の目安となる設備の健全度を診断することである．そのために達成すべき
タスクは多岐にわたる．図 1.7は，国土交通省 [14]が示した定期点検に関連する維
持管理の標準的なフローである．図 1.7のうち，定期点検において主となるタスクは
「定期点検 2. (2)の範囲」であり，近接目視等により対象設備の状態を把握し，次回
の定期点検までの措置方針の参考のための判定を行い，部分的・全体的な健全度を
診断すると定められている．以降では，これらタスクを補助・代替する要素技術に
ついて議論する．
宮本ら [51]は，橋梁の維持管理を合理化・効率化するための支援システムを開発
した．このシステムは 3つのサブシステムから構成され，それぞれが実際の橋梁点
検におけるデータ管理，健全度診断，維持管理計画策定を支援する．この中でも，図
1.7の「定期点検 2. (2)の範囲」に該当する，RC-BREX：橋梁の健全度を評価する
サブシステムに着目する．RC-BREXでは，入力すべき異常の状況が一定領域内の
ひび割れ量・ひび割れ幅といった定量的なデータとなっており，これらを基に橋梁
の健全度を評価する．このシステムにより，適切なデータを入力すれば橋梁の健全
度を定量的に評価できる．RC-BREXにおいて，入力すべき異常の状況は作業員が
収集することが前提となっている．従来，このタスクは作業員が対象設備に近接し
て点検対象表面に発生したひび，さび，漏水といった異常，また，サーモ画像や打
音から内部の亀裂を発見し，その数や程度を把握するといった方法で行われてきた．
しかし，この方法では作業員の主観による判断や熟練度の違いによって検出結果に
差が生じる．また，限られた作業員のみで多数の設備を目視点検することは困難で
あり，維持管理効率化のネックになっていると考えられる．そのため，本研究では
従来の目視作業をロボットに代替させることに着目し，それらに関する要素技術に
ついて議論する．
作業員の近接目視作業を代替するための様々な装置・ロボットの開発が行われて
きた．代表的なものとして，対象設備に接触しながら移動してデータを収集するロ
ボット [16,17]，対象設備周辺を飛行してデータを収集するUAV [22,23]等が挙げら
れる．本研究では，前述のとおりUAVの利用を前提とする．UAVは移動可能な領
域が大きく広範囲のデータを短時間で収集可能であり，簡易的な定期点検において
は特に有効である．
近接目視作業をUAVが代替する場合，以下の 3つのステップが必要となる．

• 経路計画：データ収集作業を達成するためのUAVの飛行経路を決定する．

• データ収集：対象設備表面または内部の状態をできるデータを収集する．
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図 1.7. 定期点検に関する維持管理フロー（出典：国土交通省．）
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• 異常検出：収集されたデータから，異常の数や程度を把握する．

まず，データ収集および異常検出に関する要素技術の研究動向を以下に示す．

異常検出に関する既存研究

対象設備の収集データから，異常箇所や異常の程度を自動で検出する手法が多
数研究されている [18–21]．小山ら [18]は，画像解析によるコンクリート表面
のひび割れ抽出法を提案した．ガボールウェーブレットの特徴量を用いること
で，画像データの輝度むら，影，汚れなどの影響を除去し，高精度なひび割れ
抽出が可能となった．後藤ら [19]は，さびの粗密さをさび画像の周波数エネ
ルギー比の違いとして表現し，外観評点の識別モデルによるさび画像を自動識
別する手法を提案した．この手法は，耐候性鋼材のさび外観点検評価の基準を
満たし，さびの自動検出に有用である．

光学画像からでは困難な対象設備内部の異常を検出する手法も研究されてい
る．溝上ら [20]は，赤外線サーモグラフィを用いた鋼床版の亀裂の遠隔検出に
関する研究を行った．亀裂によって生じる鋼床版の温度ギャップを赤外線サー
モグラフィを用いて検出することにより，鋼床版表面の塗装を剥がすことなく
目視での亀裂検出の可能性を示した．この知見を画像処理技術等と組み合わ
せることで，鋼床版内部の亀裂を自動で検出できると考えられる．園田ら [21]

は，打音検査を定量的に行うための研究を行った．打音の周波数特性を評価す
るための周波数スペクトル差を定義，打音特性から 3つの特徴量を設定し，実
橋梁において健全度の評価が可能という結果が得られた．

データ収集に関する既存研究

前述の異常検出技術の利用には，必要な各種データを一定精度以上で収集する
必要がある．そのために，データ収集とUAVの定位性能向上に関する技術が
重要となる．

DJI社の S1000+ [47]は最大離陸重量 11kgである．一眼レフカメラほどの重
量の機器であれば搭載でき，高解像度な画像を収集可能となる．通常のカメラ
以外にも，UAVに搭載可能な多くのデータ収集機器が開発されている．DJI

社は，赤外線カメラを搭載した UAV [48]や，UAVに搭載可能な赤外線カメ
ラ [49]を開発した．市川ら [50]は，マニピュレータを搭載したUAVを用いた
橋梁の打音点検システムを提案した．UAVに搭載可能かつ人と同等の打撃力
を発生可能な打音装置を作成し，対象設備に対して高い確率で打撃を成功可能
という結果を得られた．これらの機器を用いることで，異常検出に必要な各種
データを収集できる．
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UAVの定位性能向上に関しても様々な研究・開発がされている．鈴木ら [52]

は，複数のGNSSアンテナを用いたUAVの位置推定法を提案した．各GNSS

アンテナの観測値とアンテナ間の位置関係を利用し，高精度な位置・姿勢推定
を可能とした．デンソー [23]は，インフラ設備点検や測量に用いるUAVを開
発した．トータルステーションを利用してGNSS信号を受信不可能な領域で
の高精度な位置推定，可変ピッチプロペラの搭載による耐風性能を実現した．

以上を受け，UAVを用いたインフラ設備点検のための経路計画の要件を説明する．
まず，インフラ設備点検における計測タスクを達成するための絶対条件として次の
2つが挙げられる．1つは，データ収集のために，経路を巡回することで対象設備全
領域のデータを一定以上の精度で収集できること，もう 1つは，対象設備の保全の
ために，設備と UAVが衝突しないことである．また，絶対ではないが考慮すべき
要件が存在する．例として，作業時間を最短にする，飛行中のエネルギー切れを回
避する，UAVの飛行特性を考慮する等がある．これらを考慮して，以降では計測タ
スクおよびそれと類似するタスクのための経路計画の既存研究とその問題点を説明
する．

1.3.2 経路計画に関する既存研究と問題点

インフラ設備点検への UAVの導入は 2010年代から検討され始めた課題であり，
また，当初は作業員による操縦を前提としていた．そのため，自動点検システムを
前提とした経路計画に関する検討は十分でない．
Guerreroら [53]は，風の影響を考慮したインフラ設備点検用UAVの経路計画法
を提案した．風力が線形変化する環境において，UAVが対象設備を最短で点検する
ための経路を計画可能とした．この手法ではまず，対象のメッシュデータから点検
のためのウェイポイントを導出する．次に，最短時間で点検するためのウェイポイ
ント巡回順の最適化を巡回セールスマン問題（TSP）と見立てて解く．しかし，ウェ
イポイントに関して，対象設備のメッシュデータが得られれば入手可能としており，
収集データの精度に対する言及がされてない．収集データの精度を確保するために
はメッシュデータ作成の段階で何らかの対処が必要であり，この手法のみでは前節
の要件を十分に考慮できないと考えられる．
瀬戸口ら [54]は，UAVによる災害現場撮影のための経路計画法を提案した．UAV

に搭載されたレーザースキャナで対象構造物の形状を把握し，経路をオンラインで
計画・更新する．この手法においても，撮影のためのウェイポイントを導出したの
ち，最短時間でウェイポイントを巡回する順番を決定するという手順を踏んでいる．
最終的には，UAVのバッテリ残量の許す限り構造物のできるだけ多くの表面領域を
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撮影可能であり，また，UAVと構造物の衝突も回避可能な経路が計画される．この
手法では，オンラインで経路計画を行うにあたり，計算の高速化のために空間を 3次
元的に任意の幅のグリッドで分割している．これにより，対象形状は直方体の集合
で構成され，ウェイポイントはグリッド上にしか定義できない．そのため，実際に撮
影される面は経路計画における撮影面から最大でグリッド幅だけ遠くなり，撮影さ
れる画像データの精度にばらつきが生じる．画像の精度を確保するための対処とし
てグリッド幅の縮小があるが，空間が複雑となって計算時間が増大し，最終的な経
路も複雑化すると考えられる．対象形状が既知でありオフラインで経路計画する場
合には計算時間は問題とならないが，実際の撮影の効率が低下する．また，直方体
の撮影のために撮影方向が 6方向に限定され，実際の表面が斜めから撮影される場
合がある．これによって対象表面の特徴が画像上では小さくなり，結果的に精度の
低い画像が撮影される．そもそも，この手法の目的は災害現場の迅速な撮影であり，
インフラ設備点検と類似した問題ではあるが収集データの精度よりも作業スピード
が重視される．したがって，この手法はインフラ設備点検には適当と言えない．
以上より，インフラ設備点検における高精度なデータ収集というタスクに対して，
既存手法では要求を十分に満たせないと考えられる．本研究はこの問題の解決を目
的とし，新たな経路計画法の確立に取り組む．

1.4 本研究の目的
UAVを用いたインフラ設備自動点検システム実現を目指すにあたり，本研究の目
的を UAVの経路計画と定める．その後，本研究でとる経路計画アプローチを説明
する．

1.4.1 研究目的

橋梁等の立体形状を持つインフラ設備の点検作業を代替可能な，UAVを用いたイ
ンフラ設備自動点検システムの実現を本研究の目的とする．システムの中でも，デー
タ収集のためのUAVの経路計画法を検討する．
想定する点検作業は簡易的な定期点検とし，事前に作成された定期点検計画に基
づいて実施されるものとする．UAVが達成すべきタスクは，人間による点検作業の
代替を想定し，対象設備の指定された全領域のデータを収集することとする．前節
で述べた経路計画の要件に関して，本研究では絶対に充足すべき「対象設備全領域
の計測」，「一定以上の精度での計測」および「対象設備とUAVの衝突の回避」に加
えて，できれば充足すべき「短時間でのタスク達成」を充足する経路計画法を検討
する．「バッテリ残量の管理」，「UAVの飛行特性の考慮」も充足すべきであるが，こ
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れらは従来研究 [53, 54]にて充足可能である．本研究では計測タスクの達成を重視
し，取り組む課題を限定して検討を進める．以上の前提を基に，従来手法では十分
に考慮されなかった，高精度なデータ収集を可能とする UAVの経路計画法を検討
する．

1.4.2 本研究でのアプローチ

経路計画は計測タスクの開始前にオフラインで行うものとする．オフラインで経
路を計画する場合，解の精度が高くなる代わりに計算時間が長くなる．計測タスク
では高精度なデータを求められる点，定期点検においては準備を入念に行えるとい
う点から，本研究ではオフラインの経路計画を選択する．これに付随し，対象設備
の形状や周囲の環境といった情報は事前に得られるとし，事前情報から系統的に経
路計画する手法を検討する．また，UAVは理想的に飛行可能とし，飛行中の環境の
変化も考慮しない．ただし，実環境においてUAVの定位性能や環境の変化は無視で
きないため，実運用の際にはオンラインで経路を修正して対処するものとする．
構造物外観計測用UAVの経路計画のための従来研究 [53,54]では，データ収集の
ためにUAVが到達すべきウェイポイントを導出し，導出された全ウェイポイントの
巡回順を決定するといった手順で経路を計画する．これらの手法では暗に，構造物
外観計測というタスクが目的地巡回タスクとデータ収集タスクに分離して考えられ
ている．本研究でもこの知見を利用し，対象設備からデータを所望の精度で効率的
に収集するためのウェイポイント導出を検討する．
対象設備からデータを収集するタスクは，対象設備と UAVに搭載されたセンサ
の位置合わせ作業とみなせる．例えば，画像データは対象設備表面からある距離・
角度でカメラを向けてシャッターを押すことで得られる．打音データはハンマーを
用いて対象設備表面をある距離・角度から打撃し，その際の打撃音をマイクで集音
することで得られる．一定以上の精度でデータ収集するためには，特定の距離・角
度でセンサを位置合わせする必要がある．以上から，UAVが対象設備表面に対して
一定の位置関係を保ちながら飛行することを想定して経路を計画する．
次章以降に示すように，本研究では初期段階として，取り扱うインフラ設備点検
を限定して経路計画問題を検討する．一方，研究の展望として，特定のインフラ設
備点検のみでなく幅広いインフラ設備点検や，インフラ設備点検以外の作業を代替
するロボットの経路計画を考えている．前述のとおり，点検作業における収集デー
タは様々な種類のものが存在する．最終的には，収集データに関する事前情報が与
えられれば，各種データの収集に最適化された経路を計画できる手法を目指す．ま
た，計測タスクは立体構造物表面を網羅するタスクとみなせ，これは測量，塗装，清
掃といったタスクと類似する．そのため，経路計画への要求も類似しており，本研
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究の発展としてこれらタスクへの応用も考えられる．

1.5 本論文の構成
本論文の構成を以下に示す．
第 1章では，UAVの利用とそのための経路計画の重要性を示した．これまで主流
であった経路計画法は，インフラ設備点検のような構造物の計測を目的とした作業
に直接は適用できなかった．構造物計測のための経路計画の既存法では収集データ
の精度が十分に考慮されておらず，点検作業の遂行には不十分であった．以上を受
けて，インフラ設備自動点検システムのための UAVの経路計画を本研究の目的と
した．
第 2章では，本研究で想定するインフラ設備点検について説明し，経路計画に必
要な条件を設定する．対象設備・収集データ等が多岐にわたるインフラ設備点検に
対して，本研究で取り扱うべき問題を「目視点検を代替するための UAVの経路計
画」に具体化する．その後，経路計画に必要な事前情報（対象設備の 3Dモデル，収
集すべき画像データの要求精度，機器の性能・制約）を定め，解くべき問題を「3D

モデルの全構成要素を計測するためのUAVの経路計画」とみなす．
第 3章では，第 2章の問題設定および経路計画方針の妥当性を評価する．収集す
べき画像データの要求精度，機器の性能・制約から，必要最低限の精度で画像デー
タを収集可能な最大の範囲（計測範囲）を設定し，3Dモデルの各構成要素を計測範
囲に収めることで所望の精度の画像データを収集できるとみなす．以上の方針を基
に，収集データの精度を考慮した基礎的な経路計画法を提案し，シミュレーション
にて有効性を検証する．
第 4章では，第 3章で検討した方針に基づき，収集データと作業効率を両立した
経路計画法を提案する．基礎的な経路計画アルゴリズムでは考慮されなかった作業
効率を確保するために，3Dモデルを再構成することを考える．クラスタリング法を
用いて 3Dモデルの構成要素を計測範囲に収まる形状に再構成した後に経路計画を
行い，シミュレーションにて有効性を検証する．
第 5章では，本研究における社会実装に向けたこれまでの取り組みを述べる．社
会実装とは，「RISTEXの「社会技術」の概念の議論から生まれた言葉であると言わ
れている。」（茅・奥和田，2015，p. 112）．RISTEX（社会技術研究開発センター）
は，社会技術を「自然科学と人文・社会科学の複数領域の知見を統合して新たな社
会システムを構築していくための技術」（社会技術の研究開発の進め方に関する研究
会，2000）と定義し，この定義に基づき，研究・開発・実証・普及を一貫して行い，
研究開発成果を人や社会に活用するための実装支援プログラム [55]を提供している．
本研究では，社会実装を，提案手法を実在する対象設備に適用し，計画された経路
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に沿ってUAVが実環境を飛行することで計測タスクを達成することとする．社会実
装のためには，大規模設備に対しても手法を適用できること，実環境において所望
の計測タスクを達成できることを明確にする必要がある．そこで，上記の課題に対
する検証実験を計画・実施する．大規模な対象設備への手法の適用に向けて，3Dモ
デルの規模と手法の計算量の関係を検討する．実環境でのタスク達成に向けて，第
3，4章では理想化されていた「センシング」，「自己位置推定」および「機体制御」
を考慮した検証実験を計画・実施する．さらに，今後の実験計画・展望を述べる．
最後に，第 6章において本研究のまとめおよび今後の課題について述べる．



第2章

問題設定

本章では，本研究における具体的な問題設定を述べる．

2.1 本研究における自動点検システムと経路計画
実際のインフラ設備点検において想定される作業は多岐にわたり，点検システム
における経路計画問題を一般的に解くことは困難である．本研究では，対象設備外観
を撮影した画像データから異常の有無を検出する近接目視点検作業を取り扱う．カ
メラを搭載したUAVにより，対象設備外観全体の画像データを所望の精度で収集す
るための経路を計画する問題を解く．以上の前提の下で，経路計画問題を解くため
に必要な事前情報について検討する．

2.1.1 本研究で取り扱うインフラ設備点検

第 1章にて，本研究にて取り組む問題を，点検作業における計測タスクを代替す
るUAVの経路計画問題と定めた．一方，一口に計測タスクといってもその内容は多
岐にわたる．例えば，データ収集の対象となるのは，橋梁，トンネル，ダムといっ
たインフラ設備であり，それぞれの中でも設備ごとに異なる立体形状を持つ．また，
検出すべき異常も，コンクリート表面のひび，剥離，漏水，コンクリート内部の空
洞，鉄骨の腐食，設備全体の変形と多様である．さらに，これら異常の検出のため
に，画像，打音，距離等の様々なデータを収集する必要がある．このような多様なタ
スクすべてを一般的に解くことは困難である．最終的にはあらゆるタスクに対して
問題を検討すべきだが，本研究では特に重要と考えられるタスクに関して検討する．
前提として，対象設備はUAVによるデータ収集が可能である地上・水面上に存在
するインフラ設備とする．また，実環境においては対象設備以外にも様々な障害物



20 第 2章 問題設定

が存在するが，問題の簡単化のために，経路計画において環境中にはUAVと対象設
備のみ存在するものとする．
まず，本研究で取り扱うインフラ設備点検ついて議論する．国土交通省が作成した
道路橋定期点検要領 [14]には，「健全性の診断の根拠となる状態の把握は、近接目視
により行うことを基本とする。」と記載されている．図 2.1は，名古屋大学構内の土
木系研修施設であるN2U-BRIDGE内の劣化サンプルの一例を示す．N2U-BRIDGE

は撤去された橋梁の部材を再構築した実橋モデルである．図 2.1に見られるように，
目視によってひび，さびといった異常を検出できる．これらの異常を放置すると，設
備の劣化が進行し，重大な事故の原因となり得る．そのため，定期点検において近
接目視は単純ながらも重要な作業であり，本研究でもこれに従って問題設定をする．
点検作業は近接目視点検，UAVが代替する計測タスクは対象設備表面のひび，剥離，
漏水，さび等の異常を検出するためのデータを収集するタスクとする．
次に，近接目視点検のために収集すべきデータについて検討する．対象設備表面
の異常は，画像や動画といったデータから検出できる [18,19]．一方，移動しながら
撮影した画像や動画には，UAVの速度とカメラの露光時間に起因してブレが発生す
る．ブレによって画像中の特徴が不鮮明になり，要求される精度を保持したとして
も所望のサイズの異常を検出できない恐れがある．従って，本研究ではUAVは静止
した状態で画像データを収集するものとする．
以上より，本研究ではUAVを用いた近接目視による対象設備表面の異常検出を代
替するシステムの確立を目指す．このシステムでは，対象設備全表面領域の一定以
上の精度の画像データをUAVによって収集し，収集した画像データから対象設備に
生じた異常を検出する．システム実現のために，本研究では対象設備の全表面領域
の画像データを一定以上の精度で収集するためのUAVの経路計画問題を解く．

2.1.2 経路計画に必要な事前情報の検討

データ収集のための経路計画においては，対象設備，収集データ，使用機器に関
する事前情報が必要となる．前述した計測タスクの具体化を基に，経路計画問題を
解くための事前情報について検討する．収集データに関しては前述のとおり一定精
度以上の画像データであり，この前提からデータ収集機器はUAVに搭載可能なカメ
ラとなる．また，対象設備に関して，撮影すべき領域として表面形状を把握する必
要がある．以上の前提から，対象設備の表面形状をどのように把握するか，何を基
準として画像データの要求精度を決定するか，UAV・カメラにはどのような性能が
求められるか検討する．

対象設備の表面形状
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(a) コンクリート表面のひび

(b) 金属のさび

図 2.1. インフラ設備表面に生じる異常の例
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図 2.2. StLファイル

対象設備の表面形状は 3Dモデルを利用して把握可能とする．土木の分野では，
これまで 2Dの図面を用いて設計，施工が進められてきたが，昨今のCAD技
術の発達・浸透に伴い，新しい設備は設計段階で 3Dモデルが存在することも
多い．また，従来利用されてきた 2Dの図面から 3Dモデルを作成する技術が
開発され，図面さえあれば 3Dモデルを入手可能となった．さらに，図面の存
在しない設備においても，レーザ距離計を用いて設備を計測することで 3Dモ
デルを作成する技術 [56]が開発されたため，3Dモデルを入手可能である．以
上の背景から，本研究ではあらゆる設備の 3Dモデルを入手可能と考える．

3Dモデルには様々な形式のものが存在するが，本研究ではStereo Lithography

（以降，StL）形式 [57]のファイルを用いて検討を進めてきた．このファイル
は多くのソフトウェアでサポートされており，3Dモデルの中で最も入手が容
易と考えられるためである．図 2.2は，実在する橋梁の一部を模した StLファ
イルの例を示す．図 2.2のように，StLファイルは多数の三角形ポリゴンで構
成されている．各ポリゴンは立体構造物の平面を表現しており，曲面も多数の
微小ポリゴンで近似している．

画像データの要求精度

画像データの要求精度は，検出すべき異常と使用する異常検出技術に基づいて
決定する．検出すべき異常の例として，幅 0.2mmのひびという基準が多くの
資料 [14,58]で取り上げられている．また，画像データからひびを検出する技
術において，小山ら [18]の手法では，1画素あたりの実サイズが検出すべきひ
び割れ幅の 3.5～5倍である画像データを必要とする．これに従うと，1画素あ
たりの実サイズは 0.7～1mmと定まる．他の異常に関してもこれらの情報を基
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に決定できる．

機器の性能・制約

計測のための機器をカメラとUAVに分けて考える．

前述のような精度で画像データを収集するためのカメラについて検討する．昨
今の技術の発達に伴い，UAVに搭載可能なサイズの一眼レフカメラで数千万
画素の画像を撮影できるようになった．これを受けて，用いるカメラは一般的
な一眼レフカメラとする．カメラに関して，焦点距離，受光部のサイズ，ピク
セル数といった性能を事前に把握しておく．これらの情報から，撮影対象-カ
メラ間の距離と撮影可能な範囲の関係，また，その時撮影された画像データの
精度が把握可能となる．

UAVは，旅客機のような固定翼型，ヘリコプターのような回転翼型の機体に
大きく分類され，それぞれの中でも様々な機構の機体が存在する．前述のとお
り，UAVは静止して画像データを収集するものとした．固定翼機は前進する
ことで揚力を発生させるため，ホバリングは不可能である．シングルロータ型
の機体はホバリング可能であるものの，メインローターの回転面を傾けて加速
度を操作する機構から機敏な動作が困難である．以上より，本研究では図 2.3

に示すような 4枚以上のプロペラを搭載したマルチロータ型の機体を対象とす
る．マルチロータ型UAVは，ホバリングが可能な点，機敏な動作が可能な点
から，本研究の要件に適している．また，広範囲の移動を想定するため，外部
からの有線給電は行わないものとする．

UAVの機構とカメラの搭載について検討する．マルチロータ型の機体は，各
ロータの回転差によって機体の姿勢 [ϕ, θ, ψ]を変化させ，機体に働く外力と推
進力の合力方向に加速度を発生させる．この加速度を操作して，絶対座標系
における機体の位置 [x, y, z]を制御する．この特徴から，機体の位置・姿勢を
同時に所望の値に保持することは困難であり，重力と推進力のつり合いを考慮
すると保持は不可能な姿勢が存在する．そのため，カメラがUAVに対して完
全に固定されている場合は撮影不可能な領域が存在する．以上より，本研究で
はカメラは回転台を介して複数台取り付けるものとする．この条件によって，
UAVの姿勢によらずカメラを任意の方向に向けることができる（図 2.4）．

2.2 本研究における経路計画の方針
前節での問題設定・事前情報を基に，本研究における経路計画の方針について検
討する．第 1章で述べたとおり，本研究では従来研究 [53,54]を参考に計測タスクを
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図 2.3. マルチロータ型UAV：DJI S1000+
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図 2.4. UAVの姿勢とカメラの方向
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ウェイポイントの巡回に落とし込んで考える．これにより，経路計画問題を，対象
設備外観の画像データを収集するために UAVが到達すべきウェイポイントを導出
し，導出された全計測位置の巡回順を決定する問題とみなせる．一方，従来研究で
は対象設備表面とUAVの位置関係が厳密に考慮されておらず，所望の精度でデータ
を収集することが困難であった．以降では，この問題を解消するための経路計画方
針について述べる．

2.2.1 計測位置の導出

インフラ設備点検の対象となる設備は複雑な形状を持ち，特定の表面領域とUAV

との位置関係を定義することは困難である．本研究では，StLファイルとカメラの
性能から位置関係を定義する．
StLファイルは多数の三角形ポリゴンで構成され，各ポリゴンは対象設備表面の
小領域を表現する．そのため，図 2.5に示すように，あるポリゴンを仮想的に計測
するように UAVが飛行すれば，実際の対象設備においてポリゴンと対応する小領
域を計測できると考えられる．各ポリゴンは 3頂点と法線の情報を持ち，これらの
情報からポリゴンの位置・形状・表裏を把握できる．また，カメラの焦点距離，受
光部のサイズ，ピクセル数といった情報から，ある位置から撮影可能な範囲と画像
データの精度を把握できる．これらの幾何的情報と画像データの要求精度から，計
測タスクを，あるポリゴンで表現される小領域を所望の精度で計測するためにカメ
ラを特定の位置から特定の方向に向けるタスクと見なせる．以上の前提から，StL

ファイルを構成する各ポリゴンに対して，計測のためにUAVが到達すべきウェイポ
イントを導出する．以降，このようなウェイポイントを計測位置と呼ぶ．導出され
た全計測位置に到達することで，対象設備の全表面領域の画像データを所望の精度
で収集できる．

2.2.2 計測位置巡回順の決定

前述の計測位置によって，計測タスクは計測位置を巡回するタスクと見なされる．
つまり，経路計画問題を，「2点間の移動経路の生成」，「複数目的地の巡回順決定」問
題として解くことができる．対象設備とUAVの衝突を回避するように計測位置間の
移動経路の生成し，短時間での全領域の計測を考慮して計測位置の巡回順を決定す
る．以上より，「対象設備全領域の計測」，「一定以上の精度での計測」，「対象設備と
UAVの衝突の回避」および「短時間でのタスク達成」を充足する経路を計画できる．



26 第 2章 問題設定
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図 2.5. 仮想的な計測と実環境での計測
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本章では，経路計画の前提，事前情報および方針について述べた．これらを基に，
次章以降でタスク達成やその他の要件を充足する経路計画法を検討する．まず，第
3章では，「対象設備全領域の計測」，「一定以上の精度での計測」および「対象設備
とUAVの衝突の回避」を充足する基礎的な経路計画法の提案・適用によって，前述
の方針の妥当性を評価する．





第3章

経路計画方針の妥当性評価

本章では，第 2章の問題設定と経路計画方針の妥当性を評価するために，基礎的
な経路計画法を提案する．事前情報から，対象設備全表面領域を一定以上の精度で
計測するための計測位置群を導出し，対象設備と UAVの衝突を回避するように計
測位置群の巡回順を決定する．その後，シミュレーション実験にて手法の有効性を
確認する．

3.1 計測タスクへの要件と経路計画
経路計画法の提案にあたり，計測タスク達成のための経路への要件について検討
する．第 1章で，計測タスクにおいて絶対に充足すべき要件として「対象設備全表
面領域の計測」，「一定以上の精度での計測」，「対象設備とUAVの衝突の回避」，で
きれば充足すべき要件として「短時間でのタスク達成」，「バッテリ残量の管理」，
「UAVの飛行特性の考慮」を挙げた．第 1，2章で述べたとおり，対象設備の健全度
を評価するためには，対象設備の全領域に関して異常の数・程度を把握する必要が
ある．また，対象設備やUAVの保全のために，これらの衝突は回避すべきである．
そのため，対象設備全表面領域の計測，一定以上の精度での計測および対象設備と
UAVの衝突の回避は他の要件よりも優先して充足されなければならない．そこで，
経路計画方針の妥当性評価のために，まずは上記の 3要件を充足する経路計画法を
提案する．
加えて，ＵＡＶの定位性能も経路計画段階で考慮されるべきである．UAVの自律
移動に関する要素技術（図 1.4）の性能を事前に把握できれば，実機においてタスク
を達成可能な経路を計画できる可能性がある．本章では初期検討として，「センシン
グ」，「自己位置推定」および「機体制御」は理想化し，UAVは経路に誤差なく追従
できると仮定する．
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3.2 計測位置導出法
「対象設備全表面領域の計測」，「一定以上の精度での計測」を充足する計測位置
導出法を検討する．計測位置導出問題を解くための計測に関する制約条件を明確に
し，問題を定式化する．カメラの性能と画像データの要求精度から，所望の精度で
計測するために維持すべき計測対象表面-カメラ間の距離と，その時有効な画像デー
タを収集可能な範囲を明確化する．明確化された制約条件に従って，各ポリゴンに
対する計測位置導出問題を定式化する．また，計測位置導出の際に発生する問題を
議論し，基礎的な解決策を提案する．

3.2.1 計測条件の定式化

第 2章にて、カメラの焦点距離，受光部のサイズ，ピクセル数から，撮影対象-カ
メラ間の距離と撮影される範囲の関係，その時撮影された画像データの精度を把握
可能と述べた．ここでは，上記の関係をより詳細に議論する．前提として，撮影対
象領域は平面であり，カメラは平面と対向して撮影するものとする．一眼レフカメ
ラにおいては，対象-レンズ間の距離とレンズ-受光部間の距離はレンズの公式に従
う．レンズの焦点距離を F，撮影対象からレンズまでの距離をD，レンズから受光
部までの距離をBとすると，次の式 (3.1)が成り立つ．

1

F
=

1

D
+

1

B
(3.1)

また，撮影対象の大きさを SD，受光部に投影される像の大きさを SBとすると，次
の式 (3.2)が成り立つ．

SD : SB = D : B (3.2)

一般的なカメラと撮影条件においてはDがB，F に対して十分大きく，B ≈ F とで
きるため，次の式 (3.3)が成り立つ．

SD : SB = D : F (3.3)

カメラの受光部を横Lh，縦Lvの長方形（ただし，Lh ≥ Lv），画像データの画素数
を横Ph，縦Pv（ただし，Ph ≥ Pv）とする．なお，以降の検討はLh : Lv = Ph : Pvが
成り立つ前提で進める．式 (3.3)より，撮影可能な最大の範囲は横 D

F
×Lh，縦 D

F
×Lv

の長方形領域，1画素あたりの実際に撮影される範囲は 1辺の長さ Spxlが式（3.4）
から求められる正方形領域である．

Spxl =
DLv

FPv

(3.4)
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以降，Spxlを 1画素あたりの実サイズと呼ぶ．一般的に，F，LvおよびPvは固定値
であり，SpxlはDに依存する．そのため，Spxlを特定の値に保つためには，Dは式
（3.5）を満たす必要がある．

D =
SpxlFPv

Lv

(3.5)

平面と対向して一定の距離Dから撮影することで，1画素あたりの実サイズ，つま
り画像の精度が保たれる．
ここで，レンズの歪みの影響を考える．撮影された画像データは，レンズの影響
を受けて画像中心から端に向かって同心円状に大きくなる歪みを持つ．この歪みは
画像解析結果に影響を及ぼし，異常検出が正しく行われない恐れがある．各種画像
編集ツールを用いて歪みを補正することはできるが，本研究では画像データから異
常検出に有効な円形の領域を抜き出すというアプローチを採る．画像データの中心
から，最大で半径 rcmax（式（3.6）より導出）の円領域を抜き出せる．

rcmax =
DLv

2F
(3.6)

上記領域のうち，許容可能なサイズの歪みを含む領域を抜き出す係数 cd（ただし，
0 < cd ≤ 1）を設定する．以上より，画像中心から半径 rc（式（3.7）より導出）の
円領域を異常検出に有効なデータと定義する．

rc =
DLv

2F
× cd (3.7)

以降，Dを計測距離，中心 cc，半径 rcの円領域を計測範囲と呼ぶ（図 3.1）．画
像データに要求される 1画素あたりの実サイズが与えられれば，Dは式（3.5）から
求められる．計測時には，UAVは対象設備表面-レンズ間の距離をDに保つ必要が
ある．また，この時計測範囲と一致する円領域に対して有効な画像データが収集さ
れることとなる．

3.2.2 計測位置導出問題の定式化

前述のとおり明確化された計測条件を基に，計測位置導出問題を定式化する．あ
るポリゴンで表現される小領域に対する計測位置を pとおく．なお，実機では一般
にUAVの中心とレンズの中心は一致しない．そのため，pは，計測のためにレンズ
が到達すべき位置からUAV・カメラの機構を考慮してオフセットされる必要がある．
本研究では，UAV・カメラ共に大きさを持たず，レンズが到達すべき位置と pは一
致するものとみなす．
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図 3.1. カメラのパラメータと計測範囲の定義

あるポリゴン tの 3頂点をそれぞれ v1 = (x1, y1, z1)，v2 = (x2, y2, z2)，v3 =

(x3, y3, z3)，法線をnとおく．tに対して自身を内包する最小の円（中心 ct，半径 rt）
を定義する．tが鋭角三角形の場合は外接円，直角・鈍角三角形の場合は長辺を直
径，長辺の中点を中心とする円となる．ここで，tと計測範囲の位置関係を考える．
ccと ctを一致させることで，tのうち広い領域を計測範囲のレンズ歪みの影響が少
ない領域に収められる．また，ccからレンズ中心へ向かうベクトルとnを一致させ
ることで，tと対向して撮影できる．以上より，pを式（3.8）で導出する（図 3.2）．

p = ct +Dn (3.8)

式 (3.8)により，tと対向して一定距離Dから計測するための pが求められる．

3.2.3 計測位置導出のための3Dモデルの再構成

式（3.8）で計測位置を導出する際に生じるに問題ついて議論する．図 3.3に，計測
位置導出に際して起こり得る問題の例を示す．StLファイルのポリゴンは，立体形状
を表現するために様々な大きさ・形状を持つ．あるポリゴン tに関して rt > rcであ
る場合，tは計測範囲に収まらず，計測が保証されない領域が発生する（図 3.3(a)）．
また，rtが rcに対して非常に小さい場合，単位面積あたりに導出される計測位置が
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図 3.2. あるポリゴンに対する計測位置の導出

(a) rt > rc

(b) rt ≪ rc

図 3.3. 再構成が必要なポリゴンの例
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多くなる（図 3.3(b)）．対象表面全領域の計測という点では問題ないが，作業時間が
長くなる，収集される画像データが必要以上に多くなり異常検出やその後のデータ
管理の負担が増えるといった問題が発生する．
上記の問題を解消するため，計測範囲に合わせてポリゴンを再構成することを考
える．再構成の手段として，計測範囲に収まらないポリゴンの分割，計測範囲に対
して小さなポリゴン群の統合が挙げられる．本章においては，対象表面全領域の計
測を保証するための基礎的な手法として，ポリゴンの分割について検討する．図 3.4

にポリゴン分割アルゴリズムのイメージを示す．アルゴリズム内では，rt > rcとな
るポリゴンを，長辺の中点と対頂角を結ぶ線分で分割する．この処理を，分割後の
ポリゴンが rt ≤ rcを満たすまで再帰的に繰り返す．
以下，具体的なアルゴリズムを説明する．準備として，分割の必要があるポリゴ
ンを記憶する空の配列Tprcと，分割の必要がないポリゴンを記憶する空の配列Tdiv，
計測範囲と比較すべきポリゴンを記憶する空の配列Tcmpを用意する．Tcmp内のポ
リゴンの枚数を n = 0，Tprc内のポリゴンの枚数をm = 0とおく．StLファイルを
構成する全ポリゴンTをTcmpに記憶し，nを更新する．

1. Tcmp 内の各ポリゴン tcmpi(i = 1, 2, ..., n)に関して，rtcmpi
と rc を比較する．

tcmpiを，rtcmpi
≤ rcであればTdivに，rtcmpi

> rcであればTprcに記憶する．

2. mを更新し，m = 0ならばアルゴリズムを終了する．そうでなければ，Tcmp

内の全ポリゴンを削除し，j = 1として 3. へ進む．

3. Tprc内のポリゴン tprcjに関して，3辺の長さ l1 = |vj2 − vj1|，l2 = |vj3 − vj2|，
l3 = |vj1 − vj3|を算出する．

4. 2枚のポリゴン tA，tBを生成する．tAの 3頂点 vA1，vA2，vA3と tBの 3頂点
vB1，vB2，vB3は表 3.1に示す値，法線 nA，nB は両者共に tprcj の法線 nprcj

と同値する．その後，tA，tBをTcmpに記憶する．

5. j = mならば，Tprc内の全ポリゴンを削除して 1. へ戻る．そうでなければ，
j = j + 1として 3. へ戻る．

アルゴリズム終了後，Tdivに記憶された各ポリゴン tに対し，式 (3.8)を用いて計
測位置 pを導出する．Tdivに記憶された tはいずれも rt < rcを満たすため，UAV

が pに到達することで対応する tで表現される小領域を計測範囲内に収められ，全
ての pを巡回することで対象設備全表面領域を所望の精度で計測できる．
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図 3.4. ポリゴン分割のイメージ

表 3.1. l1，l2，l3の大小関係と tA，tBの 3頂点
IF vA1 vA2 vA3 vB1 vB2 vB3

l1 ≥ l2 and l1 ≥ l3 vj1
vj1

+vj2

2
vj3

vj1
+vj2

2
vj2 vj3

l2 > l1 and l2 ≥ l3 vj1 vj2
vj2

+vj3

2
vj1

vj2
+vj3

2
vj3

l3 > l1 and l3 > l2
vj3

+vj1

2
vj2 vj3 vj1 vj2

vj3
+vj1

2
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3.3 計測位置巡回順決定法
前節にて導出された計測位置群の巡回順の決定法を検討する．第 1，2章で述べた
ように，この問題は TSPと呼ばれる．TSPでは，事前に定義した移動コストを最
小化するように目的地の巡回順を決定する．本研究では，UAVと対象設備が衝突せ
ず，なおかつ総作業時間が短くなるような経路の計画を目標とする．そこで，上記
の要求を反映するような計測位置間の移動およびその際の移動コストを定義し，そ
の上で巡回順を決定する．

3.3.1 計測位置間の移動

計測位置巡回順決定問題を解くにあたり，あらゆる 2計測位置の組み合わせに関
して移動コストを定義，算出する．前提として，計測タスクの総作業時間を短くす
るために，UAVは計測位置間を最短経路で，一定速度 vで飛行すると仮定する．
始点 pstartから終点 pgoalへ移動するための部分経路の生成法を検討する．まず，

pstart-pgoal間に対象設備が存在するかどうかを判定する．判定法としてレイ・トレー
シング法 [59]を用いる．pstartと pgoalを結ぶ線分と StLファイルを構成する各ポリ
ゴンとの交差を判定する．線分と交差するポリゴンが 1枚も存在しない場合はA.に，
1枚でも存在する場合はB.に進んで部分経路を生成する．

A. 計測位置間に対象設備が存在しない場合

計測位置間に対象設備が存在しない場合，UAVは計測位置間を結ぶ線分上を
飛行する．そのため，部分経路を，式（3.9）で定義される，pstart，pgoalを頂
点とした有向グラフPs−gとして記憶する．

Ps−g = ({pstart,pgoal}, {{pstart,pgoal}}) (3.9)

また，Ps−gの飛行に要する時間 tPs−g を式（3.10）で求める．

tPs−g =
|pgoal − pstart|

v
(3.10)

B. 計測位置間に対象設備が存在する場合

計測位置間に対象設備が存在する場合，対象設備との衝突を回避するための部
分経路を生成する必要がある．第 1章で述べたとおり，この問題に関しては多
くの既存研究が存在する．本論文では，瀬戸口ら [54]の知見を利用して衝突
回避用部分経路を生成する（図 3.5）．以下，pstart-pgoal間に対象設備が存在す
る場合の部分経路生成アルゴリズムを説明する．
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図 3.5. pstart-pgoal間の衝突回避用部分経路の生成

準備として，対象設備形状を立方体の集合で近似する．空間を任意の幅のグ
リッドで分割し，この時できる各立方体をセルと呼ぶ．セル群のうち，StLファ
イルに記述されたポリゴンが内部に存在するセルのみを構造物セルとして記
憶する．また，各構造物セルの全頂点を衝突回避用ウェイポイントとして記憶
し，重複するウェイポイントを削除する．衝突回避用ウェイポイント群をW

とおく．pstart，pgoal，Wを合わせてウェイポイントと呼ぶ．ある 2ウェイポ
イントの組み合わせについて，2点を結ぶ線分が構造物セルを貫通しない場合，
その線分をレグ要素として記憶する．この処理を全ての 2ウェイポイントの組
み合わせに適用する．

レグ要素の選択によって衝突回避用部分経路を生成する．部分経路の生成に
はA*アルゴリズム [36]を用いる．A*アルゴリズムは，グラフ探索アルゴリズ
ムの一種であり，ヒューリスティック（先見情報）を用いてコスト最小経路を
効率よく生成できる．ここでは，あるウェイポイントwにおけるヒューリス
ティックを，wから pgoalまでのユークリッド距離とする．これにより，pstart

から pgoalへの最短のレグ要素の組み合わせ（= 部分経路）を決定できる．こ
の部分経路を，式（3.11）で定義される，pstart，pgoalおよびpstart-pgoal間の衝
突回避用ウェイポイントws−gを頂点とした有向グラフPs−gとして記憶する．

Ps−g = ({pstart,ws−g1,ws−g2, ...,ws−gn,pgoal},

{{pstart,ws−g1}, {ws−g1,ws−g2}, ..., {ws−gn,pgoal}}) (3.11)
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また，Ps−gの飛行に要する時間 tPs−g を式（3.12）で求める．

tPs−g =
|ws−g1 − pstart|+ |ws−g2 −ws−g1|+ ...+ |pgoal −ws−gn|

v
(3.12)

Ps−g の各頂点を順番に巡回することで，UAVは対象設備と衝突せず pstart から
pgoalへ最短時間で到達できる．以上のPs−gおよび tPs−g を，あらゆる 2計測位置の
組み合わせに対して導出し，記憶する．

3.3.2 計測位置巡回順の決定

前述の tPs−g を考慮して，最短時間で全計測位置を巡回する問題をTSPとして解
く．部分経路の生成と同様にTSPにも多くの既存研究が存在し，適切な解法を利用
すれば高精度な解を現実時間内に得られる．ここでは，最も単純な手法である最近
傍法（以降，NN法）を用いて巡回順を決定する．

3.4 経路計画法評価のためのシミュレーション
前節までで提案した経路計画法の各要素の妥当性を検証するため，シミュレーショ
ン実験を行った．実在するインフラ設備や計測機器を基にシミュレーション条件を
設定する．設定した条件に基づいて経路計画法を適用し，計画された経路を検証し
て提案手法の妥当性を確認する．

3.4.1 シミュレーション条件：対象設備

点検対象となる設備は，橋梁の中でも代表的な形状を持つ，T型橋脚を持つ桁橋
とアーチ橋を想定した．一般的な橋梁は類似した形状を複数連ねた構造をしている．
そのため，経路計画方針の原理検証のためには一部領域に対して経路計画すればよ
いと考え，上部構造や橋脚の一部を計測対象領域とした．以上の前提から，図 3.6の
ような 2つの 3Dモデルを作成した．

3.4.2 シミュレーション条件：計測機器・計測条件

計測用UAVとして S1000+（DJI社），搭載するカメラとして α-7R（SONY）を
想定した．S1000+は α-7Rに対応したジンバルを持ち，また最大離陸重量も大きい
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図 3.6. 対象設備の 3Dモデル

表 3.2. α-7Rの仕様
焦点距離 18mm

受光部のサイズ 35.9mm × 24.0mm

画像データの画素数 7360 × 4912pxl

表 3.3. 計測に関するパラメータ
検出すべきひび割れ幅 [mm] Spxl[mm] D[m] rc[m]

0.3 1.2 4.42 2.65

0.2 0.8 2.94 1.77
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ため，第 2章の計測方向に関する制約を満たせると考えられる．α-7Rの仕様を表 3.2

に示す．
実際の点検基準や異常検出技術から計測条件を設定した．国土交通省が策定した
橋梁の損傷判断の基準 [14]に基づくと，ひび割れ幅に関して，鉄筋コンクリート（以
降，RC）構造では 0.3mm，プレストレスト・コンクリート（以降，PC）構造では
0.2mmなら大きい，すなわち深刻な損傷であると判断される．また，小山ら [18]のひ
び割れ検出技術では，1画素当たりの実サイズがSpxlである画像データから，Spxl/4

程度の幅を持つひび割れを検出可能である．本シミュレーションではこれらに従い，
画像データに要求される精度として，Spxl = 1.2, 0.8[mm]の 2つを設定した．cdは，
レンズの性能や計測条件等から設定すべきであるが，本シミュレーションでは初期
検討として 0.9と設定した．それぞれの値と表 3.2の値を基に，式（3.5），（3.7）を
用いてDおよび rcを表 3.3のとおりに導出した．
上記に加え，計測タスクに要する時間を評価するための定数を設定した．UAVの
移動速度を v = 1[m/s]，ある計測位置において定位および計測に要する時間を 5[s]

とした．以上の数値を利用し，各経路に従って計測タスクを遂行した際の時間を算
出した．

3.4.3 経路計画結果

各対象設備・計測条件の組み合わせに対する経路計画結果を議論する．桁橋およ
びアーチ橋に対する経路を図 3.7，3.8に示す．緑色のポリゴンは計測対象領域，橙
色の点は計測位置および衝突回避用ウェイポイント，赤色の破線は経路である．な
お，今回の条件においては，橋梁の上部構造や地面との接触により物理的に到達不
可能な領域に計測位置が導出される場合があった．上記に該当する計測位置は巡回
すべき計測位置群から除外し，対応するポリゴンを灰色で示した．
図 3.6(a)と図 3.7(a)， (b)を比較すると，各ポリゴンが計測範囲に合わせて分割さ
れ，分割後のポリゴンに対して計測位置が導出されたことが分かる．また，図 3.7(a)

と (b)を比較すると，計測条件によってポリゴン分割および計測位置導出に差が生
じることが分かる．図 3.7(a)， (b)の各ポリゴンは対応する計測位置から計測範囲
に収められることが保証されており，全計測位置を巡回することで図 3.6(a)に示す
全表面領域を計測可能である．図 3.7(a)， (b)の赤破線はいずれのポリゴンとも交
差していない．すなわち，UAVが位置誤差なく経路に追従して飛行することで，対
象設備と衝突せず計測タスクを達成できる．以上の議論は図 3.8に関しても同様で
あり，異なる形状の設備に対しても経路計画可能であることが示された．
経路に追従して計測タスクを遂行する際に要した時間を表 3.4に示す．アーチ橋
で検出すべきひび割れ幅が 0.2mmの場合においては，作業時間が 1時間を超える経
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(a) 検出すべきひび割れ幅：0.3mm（計測位置数：370）

(b) 検出すべきひび割れ幅：0.2mm（計測位置数：648）

図 3.7. 経路計画結果（桁橋）
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(a) 検出すべきひび割れ幅：0.3mm（計測位置数：399）

(b) 検出すべきひび割れ幅：0.2mm（計測位置数：920）

図 3.8. 経路計画結果（アーチ橋）
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表 3.4. 計測タスクに要する時間 [min:sec]

検出すべきひび割れ幅 [mm] 0.3 0.2

桁橋 42:55 68:01

アーチ橋 42:38 90:37

路が計画された．現行のUAVの稼働時間は一般的に数十分であり，本章で計画され
た経路を 1フライトで巡回することは不可能である．実運用においては，バッテリ
残量を管理して適宜充電ステーションへ帰還する [53,54]，複数機を用いて点検する
といった対策が必要である．

3.5 実際の運用を考慮して改善すべき問題
前節までにおいて経路計画方針の妥当性を評価した．事前情報を基に収集データ
の精度を考慮した経路計画法を提案し，異常検出に有効な画像データを収集可能な
経路の計画を確認した．結果として，この方針によって「対象設備全表面領域の計
測」，「一定以上の精度での計測」を充足可能であることが示された．本節では，経
路計画法の実際の運用に向けて改善すべき問題を述べる．

3.5.1 短時間でのタスク達成

「短時間でのタスク達成」の充足に関して，本章では計測位置巡回順の最適化に
よって対処した．しかし，計測位置導出において計測の効率が考慮されていない場
合，巡回順の最適化のみではこの要件を充足できない．
本章の計測位置導出法では，StLファイルの各三角形ポリゴンにつき 1つの計測
位置を導出する．ある計測位置から複数のポリゴンを計測することを考慮できず，1

回の計測でデータ収集可能な領域を複数回計測する場合がある．そのため，2節で
述べたように収集データの量が増加し，作業時間の増大，異常検出やデータ管理へ
の負担といった問題につながる．そこで，複数のポリゴンの計測を考慮し，分割に
加えて統合を含めたポリゴン再構成法を検討する必要がある．
特に，この問題は，図 3.6(b)のアーチ橋のような曲面形状を持つ対象設備におい
て顕著となる．StLファイルにおいて曲面は多数の微小ポリゴンで近似される．図
3.6(b)においては曲面は多数の細長いポリゴンからなる．曲面領域の効率的な計測
のためにはポリゴン再構成の際に曲面の計測を考慮すべきであるが，本章で定式化
した計測条件では完全な平面でない領域の計測は考慮できない．
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以上より，次章では「短時間でのタスク達成」を充足するための計測条件および
経路計画法を検討する．



第4章

収集データの精度と作業効率を両立し
た経路計画

第 3章では，「対象設備全表面領域の計測」，「一定以上の精度での計測」および「対
象設備とUAVの衝突の回避」を充足する基礎的な経路計画法の提案により，経路計
画方針の妥当性を評価した．この方針に基づき，本章では，これらの要件に加えて
「短時間でのタスク達成」も充足する経路計画法を提案し，収集データの精度と作業
効率を両立した計測タスクの実現を目指す．

4.1 計測位置導出法
第 3章の問題点を解決するために，計測条件と計測位置導出アルゴリズムを改良
する．点検対象表面の細微な凹凸や緩やかな曲面の計測を考慮できる新たな計測条
件を定式化する．StLファイルの三角形ポリゴンを微小サイズに分割し，計測条件
を基に分割後のポリゴンを統合する．統合されたポリゴン群に対して計測位置を導
出する．

4.1.1 ポリゴンの統合のための検討

ポリゴンの統合を考えるにあたり，多数の微小ポリゴンで表現される曲面領域と
計測条件の関係を検討する．図 4.1は，ある曲面領域を近似する 2枚のポリゴン t1，
t2を示す．t1，t2はそれぞれ異なる平面上に存在し，法線n1，n2は異なる方向に向
かっている．t1に対して一定距離Dからn1と対向して計測することを考慮し，式
（3.8）に従って計測位置 pを導出した場合を考える．t2と計測範囲円は同一平面上
に存在せず，n2とカメラ方向 dcは対向しない．そのため，効率的な計測タスク達
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図 4.1. 曲面領域と計測範囲の位置関係

成に向けたポリゴン統合のためには，同一平面上に存在せず，法線方向が一致しな
いポリゴン群を考慮した計測条件を定式化する必要がある．

4.1.2 曲面の計測を考慮した計測条件の定式化

図 3.1および式（3.8）をベースに，曲面を近似するポリゴン群の計測を考慮した
計測条件を定式化する．
まず，同一平面上に存在しないポリゴンへ対処するために，立体形状の計測範囲
を定義する．本研究においては，図 4.2のような扁球状の計測範囲Oを定義する．空
間上のある位置 pからカメラを特定の方向に向けた場合，D離れた位置に存在する
coを中心とした，赤道半径 ro，極半径 hoである扁球Oの領域から有効な画像デー
タを収集可能とする．Dは式（3.5）から，roは式（3.7）における rcと同様に決定す
る．hoは ro/10と設定する．Oの極半径方向はカメラ方向と平行，赤道半径方向は
垂直になる．また，coから pへ向かうベクトルを vop（ただし，|vop| = 1）とおく．
あるポリゴン tとOの位置関係について述べる（図 4.3）．tの重心を bとおく．
後述するが，本章においてポリゴンの計測可否判定はポリゴンが微小サイズに分割
された後に行う．そのため，判定においてはポリゴンの大きさを無視でき，その位
置を bとおく．coと bが存在する平面上に，coを原点，vopと平行な方向を y，vop

から時計回りに π
2
の方向を xとする座標系を定義する．この平面上において，Oの
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図 4.2. 楕円体状の計測範囲O
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図 4.3. ポリゴン tと計測範囲Oの位置関係
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断面は式 (4.1)で表される楕円となる．

x2

r2o
+
y2

h2o
= 1 (4.1)

ここで，coから bへ向かうベクトルと vopのなす角を β（0 ≤ β < π）とおく．この
とき，線分 cobの x，y軸方向成分の大きさはそれぞれ |b− co||sinβ|，|b− co||cosβ|
となる．これらを式 (4.1)に代入して整理すると，式 (4.2)となる．

|b− co|
√
((sinβ)2 + (

ro
ho

cosβ)2) = ro (4.2)

以上より，tがO内に存在する場合，式 (4.3)が成り立つ．

|b− co|
√
((sinβ)2 + (

ro
ho

cosβ)2) ≤ ro (4.3)

次に，ポリゴンの法線と計測方向の関係を検討する．図 4.4に，ポリゴンの実サイ
ズと収集画像上でのサイズの関係を示す．図 4.3と同様の座標系において，ポリゴン
tの実サイズを l，収集画像上でのサイズを li，nとvopのなす角度をα（0 ≤ α ≤ π）
とおく．0 ≤ α ≤ π

2
である場合，liは式 (4.4)で求められる．

li = lcosα (4.4)

liは αが π
2
に近いほど 0に近づく．言い換えると，収集画像中の同じサイズとして

撮影された物体について，実サイズが大きくなる．つまり，カメラ方向と対向せず
に計測された領域は収集画像中の 1画素あたりの実サイズ Spxlが大きくなり，検出
すべきサイズの異常を見落とす恐れがある．また，π

2
< α ≤ πである場合，tはカメ

ラに対して裏となる表面領域である．表面領域とカメラの位置関係からそのような
tは物理的に計測不可能である．そこで，αに対する閾値 αt（0 ≤ αt <

π
2
）を設定

する．α = αtであるポリゴンの収集画像上でのサイズは lcosαtとなる．そのため，
計測条件の定式化においては，αtを設定した後に，cosαtやその他の影響を考慮し
て Spxl，D，roおよび hoを設定する．
以上より，ある pに位置するUAVが特定の方向にカメラを向けたとき，式 (4.3)

を満たし，かつ α ≤ αtであるポリゴンを計測可能とする．

4.1.3 初期ポリゴン配置への依存を解消した計測位置導出法

前述のとおり定式化された計測条件を基に，以下の手順でポリゴンを分割・統合
し，統合されたポリゴン群に対して計測位置を決定する．本章では，ポリゴンの統
合にクラスタリングを用いるものとし，計測位置導出法のフローを以下に示す（図
4.5）．
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図 4.4. 計測方向のずれと画像上でのサイズの関係

1. 各ポリゴンを微小サイズに分割する．分割法は第 3章と同様であり，rtが一定
以下になるまで再帰的に分割する．

2. 計測条件を基にポリゴン群をクラスタリングする．

3. クラスタ毎に 1つの計測位置を決定する．

クラスタリング法の 1つとして k-means++法 [60]が存在する．k-means++法は，
n個のデータから成るデータ群を k 個のクラスタ C = {C1, C2, ..., Ck}（ただし，
2 ≤ k ≤ n）に分類する非階層型クラスタリング法であり，データ群はCについて
の評価関数を最小化するようにクラスタリングされる．この手法は，クラスタリン
グ終了後の各クラスタのサイズがおおむね同等になるという特徴を持つ．所望の精
度を保持し，なおかつ効率的な計測タスク達成を考えると，クラスタ，すなわち 1

つの pから計測可能な領域がOと近いサイズであることが望ましい．そのため，本
章では k-means++法を用いてポリゴンをクラスタリングする．
計測タスク達成のための評価関数の設定について検討する．本研究においてデータ
群は分割後の n枚のポリゴン群であり，Tdiv = {t1, t2, ..., tn}とおく．また，クラス
タCj(j = 1, 2, ..., k)に属するm枚（m ≤ n）のポリゴン群をTj = {tj1, tj2, ..., tjm}
とおく．前述の計測条件を反映するために，各 Cj に対して tj i（i = 1, 2, ...,m）の
重心 bj iおよび法線nj iに関する中心 bCj

，nCj
（ただし，|nCj

| = 1）を合わせてク
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図 4.5. 計測位置導出法のフロー

ラスタ中心Vj = (bCj
,nCj

)とし，それぞれ式 (4.5)，(4.6)で定義する．

bCj
=

∑m
i=1 bj i
m

(4.5)

nCj
=

∑m
i=1nj i

|∑m
i=1nj i|

(4.6)

ある Cj について，bCj
を coj，nCj

を vopj として一意に定まる計測範囲Oj を考え
る．以降では，tiがOjに対して式 (4.3)を満たし，かつα ≤ αtであるかどうかを基
準に評価関数を設定する．
tiとVjについての評価関数 e(ti,Vj)を式 (4.7)で定義する．

e(ti,Vj) = w
√
e2b(ti,Vj) + cse2n(ti,Vj) (4.7)

eb(ti,Vj)（式 (4.8)）は ti-Vj間の位置関係を評価する値である．tiがOj内に存在す
る場合，式 (4.3)から eb(ti,Vj) ≤ ro（以降，条件 I）が成り立つ．

eb(ti,Vj) = |bi − bCj
|
√
((sinβ)2 + (

ro
ho

cosβ)2) (4.8)

en(ti,Vj)（式 (4.9)）は tiの法線と計測方向との差を評価する値である．tiとOjに
関して α ≤ αtが成り立つ場合，en(ti,Vj) ≤ 1− cosαt（以降，条件 II）が成り立つ．

en(ti,Vj) = 1− ni · nCj
(4.9)
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csは 3Dモデルの規模を考慮して en(ti,Vj)を補正する値である．eb(ti,Vj)は 3Dモ
デルの規模に応じて様々な範囲の値をとるが，en(ti,Vj)はいかなる場合においても
0 ≤ en(ti,Vj) ≤ 2となる．そこで，3Dモデルの規模を基に csを決定し，en(ti,Vj)

のとり得る値を eb(ti,Vj)近づける．w（式 (4.10)）は計測可否条件に対するポリゴン
へのペナルティである．ある tが条件 I，IIのどちらかを満たさない場合は e(ti,Vj)

にwp(> 1)を乗算する．これにより，各ポリゴンに両条件の成立を促し，クラスタ
リングの収束を早める．

w =

{
1 if eb(ti,Vj) ≤ ro and en(ti,Vj) ≤ 1− cosαt

wp otherwise
(4.10)

以上で定義した評価関数を基にした k-means++法のアルゴリズムを以下に示す．

1. k個の初期クラスタ中心を決定する．

(a) 初期クラスタ中心の候補となるデータ群をTtmp = Tdiv，これまでに決定
された初期クラスタ中心の数を ktmp = 0とする．

(b) ktmp = 1とする．Ttmpの中からランダムに ttmpi（i = 1, 2, ..., n）を 1つ
選び，bC1 = btmpi，nC1 = ntmpiとしてV1を決定する．その後，選択さ
れた ttmpiをTtmpから除外する．

(c) 各 ttmpiについて，各 Vj（j = 1, 2, ..., ktmp）との e(ttmpi,Vj)を求め，各
ttmpiにおける最小値min(e(ttmpi,Vj))を記憶する．

(d) ktmp = ktmp +1とする．Ttmpの中から，式 (4.11)で求められる確率P (i)

に従って ttmpi（i = 1, 2, ..., n − ktmp+1）を 1つ選び，bCktmp
= btmpi，

nCktmp
= ntmpi として Vktmp を決定する．その後，選択された ttmpi を

Ttmpから除外する．

P (i) =
min(e(ttmpi,Vj))

2∑n−ktmp+1
i=1 min(e(ttmpi,Vj))2

(4.11)

(e) ktmp = kであれば初期クラスタ中心の決定を終了し，2. へ進む．そうで
なければ (c)に戻る．

2. 各 tiに関して，現在所属しているCjを記憶（1. の直後であればこの手順はス
キップ）する．その後，各 tiと各 Vj に関して e(ti,Vj)を求め，tiを e(ti,Vj)

が最も小さいCjに所属させる．

3. 2. において 1. の直後でなく，なおかつ全ての tiに関して記憶したCjと現在
所属するCjが一致する場合，クラスタリングを終了する．そうでない場合は
4. に進む．
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4. 各Cjに関して式 (4.5)，(4.6)用いてVjを導出し，2. に戻る．

本研究において kは計測位置数となり，事前に決定することは困難である．そこ
で，以下の手順でクラスタリングを繰り返して最適な kの値を決定する．

I. k = k0とする．

II. クラスタ数を kとしてTdivをクラスタリングする．

III. 各 tiと各 Vj に関して eb(ti,Vj)および en(ti,Vj)を求める．eb(ti,Vj) ≤ roかつ
en(ti,Vj) ≤ 1− cosαtとなるVjが 1つもない tiが存在すれば，k = k+ 1とし
て 2.に戻る．そうでなければクラスタリングの繰り返しを終了する．

以上より，最小限の k個のクラスタを決定できる．
全クラスタリング処理が終了した後，各Cjに対応する計測位置pjを式（4.12）で
求める．

pj = bCj
+DnCj

(4.12)

導出された計測位置群に対して第 3章と同様に巡回順を決定することで，「対象設備
全表面領域の計測」，「一定以上の精度での計測」，「対象設備とUAVの衝突の回避」
および「短時間でのタスク達成」を充足する経路を計画できる．

4.2 経路計画法評価のためのシミュレーション
本章の手法によって「短時間でのタスク達成」が充足されることを確認するため，
シミュレーション実験を行った．第 3章のシミュレーションと同様に，実在するイ
ンフラ設備や計測機器を基に条件を設定した．設定した条件に基づいて第 3章・本
章それぞれの手法で経路を計画した．各経路に従った計測シミュレーションにより，
タスクの効率が改善されたかどうかを検証した．

4.2.1 シミュレーション条件

点検対象となる設備は第 3章と同様のものを想定し，図 3.6に示す 2つの 3Dモ
デルを用いた．計測機器・条件についても同様に，小山ら [18]の手法を用いて対象
設備表面の幅 0.3mmおよび 0.2mmのひび割れを検出するために，α-7Rを搭載した
S1000+で画像データを収集するとした．αtに関して，収集画像上でのサイズが実サ
イズの 0.9倍になる方向差までを許容するものとし，αt = arccos(0.9) = 25.8[◦]と設
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表 4.1. 計測に関するパラメータ
検出すべきひび割れ幅 [mm] Spxl[mm] D[m] ro[m] ho[m]

0.3 1.08 3.98 2.39 0.239

0.2 0.72 2.65 1.59 0.159

定した．本シミュレーションでは初期検討として，ひび割れの検出において αの影
響は収集画像上でのサイズのみとした．そのため，幅 0.27mmおよび 0.18mmのひ
び割れ検出と同等の精度で計測タスクを実行することで，α ≤ αtである領域に対し
て所望の画像データを収集できるとした．以上より，画像データに要求される精度
として Spxl = 1.08, 0.72[mm]の 2つを設定した．これらの数値から，各パラメータ
を表 4.1のとおりに導出した．
その他計測位置導出に関するパラメータを設定する．ポリゴンが小さく分割され
るほど高精度にクラスタリングできる一方，計算時間が増加する．本シミュレーショ
ンでは各ポリゴンが計測範囲と比べ十分小さいサイズとなるように，内包する最小
円の半径について，Oの赤道半径 roの 1/10を目安とした．全ポリゴンを，要求精
度が 1.08mmの場合は 0.239m，0.72mmの場合は 0.159m以下になるまで再帰的に
分割した．初期クラスタ数 k0は，対象設備の表面領域に対する必要最小限の計測を
想定して求めた．深澤ら [45]の知見より，ある平面領域を一辺が roの正六角形で充
填することを想定し，k0を式 (4.13)より求めた．

k0 = ⌈2(StLファイルの全ポリゴンの総面積)

3
√
3r2o

⌉ (4.13)

csは，絶対座標系において全 tの頂点がとり得る x，y，z各軸成分の最大値を xmax，
ymax，zmax，最小値を xmin，ymin，zminとして式 (4.14)から求めた．

cs = (
|xmax − xmin|+ |ymax − ymin|+ |zmax − zmin|

6
)2 (4.14)

また，wp = 10とした．
計測位置巡回順の決定および計測タスクに要する時間の評価についても第 3章と
同様に，UAVの移動速度を v = 1[m/s]，ある計測位置において定位および計測に要
する時間を 5[s]とした．

4.2.2 計測タスクのシミュレーション

経路計画の後，以下に従って計測タスクのシミュレーションを実施した．シミュ
レーションの前に，本章の手法によって分割された微小ポリゴン群Tdivの各 tiに，
自身が計測された回数を記憶する変数 ci = 0を定義し，j = 1とする．
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表 4.2. 第 3章の経路計画法検証のためのパラメータ
検出すべきひび割れ幅 [mm] Spxl[mm] D[m] ro[m] ho[m]

0.3 1.2 4.42 2.65 0.265

0.2 0.8 2.94 1.77 0.177

1. 計測位置 pjに対応する計測範囲Ojに対して cojを bCj
，vopjをnCj

として一
意に定まるクラスタ中心Vjを定義する．

2. VjとTdivの位置関係から，eb(ti,Vj) ≤ roかつ en(ti,Vj) ≤ 1− cosαtとなる ti
について ci = ci + 1とする．

3. j = kならシミュレーションを終了する．そうでなければ j = j + 1として 1.

に戻る．

第 3章・本章それぞれの手法で計画された各経路について計測タスクのシミュレー
ションを実施した．計測対象となるTdivは，第 3章・本章それぞれの手法で対象と
なる 3Dモデルと検出すべきひび割れ幅から対応させた．本章の手法において，pに
対するOは自明である．一方，第 3章の手法においては定式化された計測条件が異
なるため，本シミュレーションのためにpに対してOを定義する．図 3.2と図 4.2の
比較から，coは ccと，vopは ccから pへ向かう大きさ 1のベクトルと一致させる．
これによって，Dは表 3.3と同値となる．また，roは表 3.3における rcと同値，ho
は rcの 1/10とする．以上の数値を表 4.2にまとめた．さらに，第 3章の手法では各
ポリゴンに対してカメラ方向と対向するように pを導出したため，計測対象となる
ポリゴンに関して暗に α = 0が成り立っていた．そこで，数値の切り捨てによる計
算誤差を考慮して αt = 0.1[◦]と設定した．計測シミュレーションの後，経路ごとに
ciの平均および標準偏差を算出，比較した．
加えて，各経路における計測位置数，各経路を巡回した際に要した時間および計
測結果を比較した．

4.2.3 シミュレーション結果

各対象設備・計測条件の組み合わせに対する経路計画結果を議論する．桁橋およ
びアーチ橋に対する経路を図 4.6，4.7に示す．緑色のポリゴンは計測対象領域，橙
色の点は計測位置，赤色の破線は経路である．なお，今回の条件においては，全て
の計測位置が物理的に到達可能な領域に導出された．
図 3.7と同様に，図 3.6(a)と図 4.6(a)， (b)を比較すると，分割されたポリゴンが
計測範囲に合わせてクラスタリングされ，各クラスタに対して計測位置が導出され
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表 4.3. 計測タスクに要する時間 [min:sec]

検出すべきひび割れ幅 [mm] 0.3 0.2

桁橋 22:26 44:05

アーチ橋 20:47 37:15

たこと，図 4.6(a)と (b)を比較すると，計測条件によってポリゴン分割および計測
位置導出に差が生じることが分かる．図 4.6(a)， (b)の各クラスタは対応する計測
位置から計測範囲に収められることが保証されており，全計測位置を巡回すること
で図 3.6(a)に示す全表面領域を計測可能である．一方，図 4.6を図 3.7と比較する
と，(a)， (b)ともに計測位置数が減少した．ポリゴンの分割およびクラスタリング
によって，より計測範囲形状を考慮してポリゴンを再構成できたためである．以上
は図 4.7に関しても同様であり，異なる形状の設備に対しても計測条件を保持しつ
つ計測位置数を削減可能であることが示された．また，経路に追従して計測タスク
を遂行する際に要した時間を表 4.3に示す．表 3.4と比較すると，本章の手法によっ
て全ての場合において時間が短縮されたことが分かる．
図 4.8に計測シミュレーションの例を示す．青色のポリゴンは 1度でも計測され
たポリゴンを示す．図 4.8のように，pと対応したOについて計測条件を満たすポ
リゴンが計測されたと見なされた．図 4.9に，各経路における ciの平均および標準
偏差を示す．横軸は各条件（対象設備 手法 検出すべきひび割れ幅）における経路，
縦軸は ciの平均，棒上の黒線は標準偏差をそれぞれ示す．なお，本シミュレーショ
ンにおいてはいずれの場合も ci = 0となる tiは存在しなかった．つまり，「対象設備
全表面領域の計測」，「一定以上の精度での計測」についてはどちらの手法でも充足
可能と示された．一方，図 4.9にみられるように，本章の手法で計画された経路は，
第 3章の経路と比較して全ての場合において ciの平均および標準偏差が小さくなっ
た．本章の手法によって重複した計測が解消され，表 4.3と併せて「短時間でのタ
スク達成」を充足できたことが示された．
上記の計測位置数，タスク達成時間や ciの改善は，特にアーチ橋の場合に顕著で
ある．アーチ橋の曲面領域を構成する細長いポリゴンに対して，第 3章の手法では
多くの計測位置が導出された．一方，本章の手法においては，扁球状の計測範囲と
αtを設定してクラスタリングしたことによって緩やかな曲面をまとめた計測を考慮
でき，結果として計測位置数を大きく減少できた．
以上より，提案手法によって「対象設備全表面領域の計測」，「一定以上の精度で
の計測」，「対象設備とUAVの衝突の回避」および「短時間でのタスク達成」が可能
な経路の計画をシミュレーションにて確認できた．
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(a) 検出すべきひび割れ幅：0.3mm（計測位置数：163）

(b) 検出すべきひび割れ幅：0.2mm（計測位置数：366）

図 4.6. 経路計画結果（桁橋）
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(a) 検出すべきひび割れ幅：0.3mm（計測位置数：156）

(b) 検出すべきひび割れ幅：0.2mm（計測位置数：312）

図 4.7. 経路計画結果（アーチ橋）
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図 4.8. 計測シミュレーションの例
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図 4.9. 各対象・条件・経路における計測結果



4.3 社会実装に向けて検討すべき問題 59

4.3 社会実装に向けて検討すべき問題
前節までにおいて，「対象設備全表面領域の計測」，「一定以上の精度での計測」お
よび「短時間でのタスク達成」を充足するための経路計画法を提案し，シミュレー
ションにて有効性を確認した．一方，経路計画法の社会実装に向けては様々な検討
すべき課題が存在する．例として，図 3.7，3.8，4.6，4.7の経路は，UAVの速度を
一定として移動時間（＝計測位置間の距離）を最短化するように計画された．一方，
UAVの飛行特性は考慮されておらず，実際に飛行した際に短時間でタスクを達成可
能であることが保証されていない．その他，実際には特定の方向にカメラを向けら
れない機体も存在する．その場合にはカメラ方向の制限を考慮した計測位置を導出
する必要がある．
本論文においては，社会実装のために，実在する対象設備への手法の適用，実環
境での計測タスク達成の確認が特に重要であると考えた．次章では，上記事項に関
するこれまでの取り組みと今後の計画について述べる．





第5章

社会実装を想定した評価・検証

第 4章にて，対象設備全表面領域を所望の精度で効率的に計測するためのUAVの
経路計画法を提案した．しかしながら，実際のインフラ設備点検に適用するにはま
だ課題も多い．本章では，社会実装，すなわち，実際の点検への適用に向けた課題
とこれまでの取り組みについて述べる．

5.1 社会実装に向けて検討すべき課題
第 1，4章にて述べた社会実装への課題についてより詳細に議論する．第 1章にて，
本研究における社会実装を，実在する対象設備に経路計画法を適用し，計画された
経路に沿ってUAVが実環境中を飛行することで計測タスクを達成することとした．
この目標に向けて，本研究では図 5.1に示す課題を解決すべきと考えた．図 5.1の全
項目を充足することで，実環境中の設備に対して実機を用いて所望の計測タスクを
達成可能であり，提案手法を社会実装できると証明される．これらの課題の内，第
4章までで理想的な環境において所望の計測タスクを達成するための経路計画法を
検討してきた．
従来研究においても，図 5.1の各項目に関して検討がなされた．例えば，表 4.3に
示す通り，本研究で設定した条件では，30m × 20m × 20m程の構造物の計測に 20

～40分を要する．現行のUAVのバッテリ持続時間は数十分であり，大規模なイン
フラ設備の計測を 1フライトで達成することは現実的でない．この問題に対して，
Guerrero [53]らはバッテリ残量を考慮して基地に戻るための経路をフライト前に計
画する手法を提案した．瀬戸口ら [54]は，フライト中にバッテリ残量を管理し，バッ
テリ切れを起こす前に基地に戻るよう経路を修正する手法を提案した．また，UAV

の性能について，Guerreroらの経路計画法では，環境中の風を把握した上で機体の
飛行特性を考慮してUAVの軌道を生成できる．
ここで，図 5.1の「実環境・実機を考慮した経路計画」と「現実時間内での経路計
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画」に着目する．社会実装のためには実環境を想定した経路計画，および実環境で
のタスク達成の確認のための検証実験が必要である．実環境を想定する場合，経路
計画・検証実験どちらにおいてもUAVの定位性能を考慮しなければならない．また，
大規模な設備に対して現実時間内に経路を計画できることを確認するため，手法の
計算量を検証すべきである．以上より，本研究では，大規模設備に手法を適用する
ための計算量の明確化，および実環境における機体の位置誤差を考慮した経路計画・
検証実験に取り組む．次節以降で，これらについての活動および計画を述べる．

5.2 大規模設備に対する手法の適用
提案手法はオフラインでの経路計画を前提としており，オンラインでの計画のよ
うなリアルタイム性は要求されない．しかし，経路計画法の社会実装においては，実
在する設備に対して実時間内での計算が求められる．そこで，経路計画法の計算量
を明確化し，大規模設備に対する手法の適用可能性を検討する．

5.2.1 計測位置導出法の計算量の概算

経路計画プロセスの中で，本節にて計算量を明確化するプロセスについて述べる．
本研究の経路計画法は，大きく計測位置導出と計測位置巡回順決定に分けられる．こ
の内，計測位置巡回順決定の計算量はTSPの計算量と見ることができ，これは用い
る解法によって大きく異なる．また，計測位置導出に関しても，ポリゴン分割の計
算量は StLファイルの元のポリゴンの大きさによって大きく異なる．そのため，本
節ではポリゴンのクラスタリングの計算量に着目する．
第 4章の計測位置導出アルゴリズムから計算量を概算する．一般的な k-means++

法の計算量は，クラスタ数を k，1回のクラスタリングにおけるループ数を l，クラ
スタ対象のデータ数を nとおくとO(kln)，lを一定とすれはO(kn)である．本手法
では kの決定においてクラスタリングを繰り返すため，計算量はO(k2n)となる．さ
らに，計測条件が同じ場合，面積（≒微小ポリゴン数）あたりに導出されるべき計
測位置数は等しいと考えられるため，k ∝ nと見なせる．よって，計算量をO(n3)

と概算した．

5.2.2 3Dモデルの規模と計算時間の比較

規模の異なる 3Dモデルに対する経路計画によって提案手法の計算量を評価した．
経路計画は Intel(R) Core(TM) i7-7770 CPU @ 3.60GHz 8GB RAMで行った．点検
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図 5.2. 2個連ねた 3Dモデル（モデルB）

表 5.1. 計測に関するパラメータ（計算量評価）
Spxl D ro ho αt

1.00mm 5.00m 1.95m 0.195m 15.0◦

対象となる設備は第 3，4章と同様のものを想定し，図 3.6(a)(b)に示す 3Dモデルを
用いた．また，各モデルを複数個連ねて規模の異なる 3Dモデルを作成した．図 5.2

は，図 3.6(a)のモデルを 2個連ねたモデルである．図 5.2のように，図 3.6(a)(b)の
モデルを 2，3，4個連ねた 3Dモデル，計 6種類の 3Dモデルを新たに作成した．計
測に関するパラメータは表 5.1のとおりに，その他条件は第 4章と同様に設定した．
以上の各条件で計測位置を導出し，計算時間を算出・比較した．
各モデルに対する計算時間を図 5.3，5.4に示す．両図から，計測位置導出の計算
量はおおよそO(n3.3)となり，概算よりもやや大きな値が得られた．この結果から，
大規模な設備に対しては経路計画のために膨大な計算時間が予測される．実在する
設備には，瀬戸大橋のように全長が 10km近くに及ぶものも存在する．そのような
設備に対して経路計画する際は，3Dモデルを小領域に分割し，各領域に対して手法
を適用する必要がある．

5.3 実験計画
第 4章のシミュレーションにて，計画された経路をUAVが誤差なく追従し，計測
位置にて指定された方向に誤差なくカメラを向けて撮影することで，対象設備全表
面領域の画像データを所望の精度で収集可能であると示された．一方，実環境・実
機においては，様々な要因から機体の位置に誤差が発生する．この場合，計測位置
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図 5.3. 3Dモデルの規模と計算時間の比較（桁橋）
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図 5.4. 3Dモデルの規模と計算時間の比較（アーチ橋）
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から本来計測すべき領域を計測できない，また，カメラと対象表面が遠ざかったこ
とにより所望の精度で計測できない恐れがある．そこで，位置誤差が発生する環境
において提案手法の有効性を検証する実験に取り組む．なお，実環境では位置だけ
でなく，UAVの姿勢やジンバルの角度にも誤差が生じる．本章では初期検討として，
姿勢・角度誤差の影響が少ない条件で検討を進める．
検証実験の実施計画を立てる．実環境において経路計画や計測タスクに影響を及
ぼし得る問題を予測・検証する．その後，まずは理想的な条件から始め，徐々に実
際の点検作業に近づけるように段階的に実験内容を検討する．

5.3.1 実環境における検証実験のロードマップ

図 1.4に示す自律移動システムを考える．UAVの定位に関する要素技術は，大き
く「センシング」，「位置推定」および「機体制御」に分けられる．UAVの位置誤差
を検討するにあたって，これらの要素技術の影響を切り分けて考える．ここで，位
置推定性能が定位に与える影響を考える．例として，UAVがある計測位置 pに定位
する動作を挙げる．UAVは自身の位置を推定して pとの差を把握し，機体を制御し
て自身を pに近づける．自身の位置を正確に推定できれば，適切な制御量・操作量
を算出して機体を p付近に移動させられる．一方，位置推定が困難な場合は，自身
の位置とpの差を把握できない．そのため，適切な制御量・操作量を算出できず，定
位の精度が大きく低下する．従って，位置推定およびそのためのセンシングの性能
は自律移動システム全体への影響が大きいと考えられる．
前述の検討を基に，実機実験に関する計画を立てる．初めに，理想的なセンシン
グ・位置推定が可能と考えられる環境にて，機体制御に起因する位置誤差が計測タ
スクに与える影響を検証する．これによって，少なくとも，センシング・位置推定
が容易な環境において計測タスクを達成可能かどうかを明確にする．次に，センシ
ング・位置推定に起因する位置誤差が計測タスクに与える影響を検証する．この検
証においてはUAVの定位が不安定になりやすく，予期せぬ動作によって周囲に危険
を及ぼす恐れがある．そのため，まずは実環境を模擬した小規模な実験環境を屋内
に構築し，周囲への影響を最小限に留めた上で実験を行う．その後，実際の計測タ
スクと同等の規模・条件で実験を行う．以上から，本章では実機実験を大きく 3つ
のステップに分けて検討・実施する．
実環境における検証実験のロードマップを図 5.7のように定める．実験の各段階
において，対処すべき問題に従って経路を計画・修正，UAVの自律移動システムを
改良し，検証実験を実施する．

実験 1. 安定した自己位置推定が可能な環境での平面形状領域の計測
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図 5.7. 実環境における検証実験のロードマップ
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センシング・位置推定が理想的に行えるとみられる環境の下，機体制御に起因
する位置誤差の影響を検証する．一方，実環境・実機においては，理想的な環
境においても位置推定に誤差が生じる．例えば，GNSSを用いた自己位置推定
では，衛星からの電波を良好に受信できる環境においても数m程度の誤差が
発生し得る．そこで，以下の 2段階に分けて実験を行う．

• 実験 1-1：理想的なUAVを想定した検証実験　　

カメラを持った実験者をUAVに見立てて計測実験を行う．屋内に平面形
状の計測対象領域を設定する．外部カメラを用いた計測用カメラの位置
推定システムを構築し，環境中で発生する位置誤差を把握する．把握し
た位置誤差を考慮して経路を計画する．実験者がカメラを持ち，経路に
追従させながら対象領域を計測させる．

• 実験 1-2：UAV実機を用いた検証実験

遮蔽物が存在せず，衛星信号を遮断・マルチパスなく受信できる環境に，
平面形状の計測対象領域を設定する．実験環境にて事前にUAVを飛行さ
せ，環境中で発生する位置誤差を把握する．把握した位置誤差を考慮し
て経路を計画・修正する．経路に従ってUAVを飛行，対象領域を計測さ
せる．

いずれの実験においても，収集画像および諸データから提案手法の有効性を検
証する．

実験 2. 自己位置推定が不安定な環境を想定した小規模立体形状領域の計測

センシング・位置推定に起因する位置誤差の影響を検証する．実環境での実
橋梁規模の実験の前段階として，屋内に作成した小規模な環境にて実験を行
う．GNSSを用いた自己位置推定を模擬した位置推定が可能なシステムを環境
中に構築する．また，橋梁を模した実物モデルを環境中に設置する．GNSSを
用いた自己位置推定が困難と考えられる領域においてもUAVが飛行可能とな
るように，位置推定を補助するシステムを構築する．実験 1と同様に，機体制
御に起因する位置誤差を考慮して経路を計画する．経路に従ってUAVを飛行，
対象領域を計測させ，収集画像および諸データから提案手法の有効性を検証
する．

実験 3. 実際の点検作業と同等の環境での実橋梁規模の対象の計測

実験の最終段階として，実際の計測タスクと同等の規模・条件で実験を行う．
実橋梁と同等の規模を持つ構造物を計測対象とする．実験 2と同様に，GNSS

を用いた自己位置推定が困難と考えられる領域における位置推定を補助する
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システムを構築する．実験 1と同様に，機体制御に起因する位置誤差を考慮し
て経路を計画する．経路に従ってUAVを飛行，対象領域を計測させ，収集画
像および諸データから提案手法の有効性を検証する．

以降では，各段階に関する実際の取り組み，計画・見通しを述べる．

5.4 実験1-1：理想的なUAVを想定した検証実験
実環境における検証実験の初期段階として，UAVの定位をできる限り理想化した
条件で計測実験を行う．カメラを持った実験者をUAVに見立て，屋内の平面領域を
計測する．

5.4.1 実験条件

実験環境は名古屋大学構内の輪講室（図 5.8），計測対象は輪講室内のホワイト
ボード（図 5.9，3.56m× 1.16m）とした．計測用カメラはHERO 4（GoPro社）を
用いた．画像データの要求精度はSpxl = 0.2[mm]とし，表 5.3のとおりに各パラメー
タを設定した．
本実験では定位を可能な限り理想化させるため，実験者がカメラを持って経路に追
従させながら計測した．カメラの位置は，外部カメラを用いた位置推定システム [61]

によって推定した．以下でシステムの概要を説明する．図 5.10に示すように，計測
用カメラにはARマーカーを印刷したアタッチメントが搭載されている．また，図
5.8に示すように，環境中にも ARマーカーを設置した．環境中に固定された外部
カメラから環境全体を撮影し，得られた画像データから計測用カメラ-環境間の相対
位置を推定する．実験者は，位置推定結果を参考に，環境中に定義された経路に追
従しながら各計測位置にて計測用カメラで画像データを収集する．収集された画像
データから計測範囲内の領域を抜き出した．全計測位置から収集されたデータを解
析し，計測対象全領域の所望の精度での計測の成否を評価した．

5.4.2 位置誤差への対処

前述の位置推定システムの推定精度を検証する．図 5.11に，実験環境中の 45点
で位置推定した際の誤差の分布を示す．各点における真の位置はレーザー距離計
DISTO S910（Leica社）を用いて取得し，システムから得られた推定位置と比較し
た．DISTO S910の主な性能を表 5.2に示す．本条件においては，位置誤差の最大
値，最小値，平均値はそれぞれは 28.39cm，2.18cm，13.07cmであった．本節の冒
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������

図 5.8. 実験環境（輪講室）

図 5.9. 計測対象のホワイトボード
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表 5.2. DISTO S910の仕様
測距精度 ±1.0mm

垂直方向精度 ±0.1◦

垂直方向精度 ±0.1◦

図 5.10. ARマーカーを搭載したHERO 4

頭で例に挙げたGNSSを用いた自己位置推定と比較して，極めて高い精度で定位が
可能である．
上記の位置誤差への対処法を検討する．前述のとおり，UAVに位置誤差が発生し
た場合には，本来計測すべき領域を計測できない，所望の精度で計測できない恐れ
がある．一方，作業環境で発生する位置誤差が事前に把握できる条件においては，経
路計画段階で位置誤差を計測に関するパラメータに反映可能と考えた．そこで，位
置誤差が UAVと計測対象の位置関係に与える影響を考慮して経路を計画する．以
降では，UAVに発生する位置誤差を，計測対象表面と水平・垂直な成分に分けて検
討する．

計測対象表面と水平な位置誤差

計測対象表面と水平に位置誤差が発生した場合，本来計測すべき領域から平
行移動された領域が計測される．誤差が発生する方向が一定であれば計測位
置の座標をオフセットすればよいが，この方法は水平面上のあらゆる方向に発
生する誤差には対処できない．そこで，予測される位置誤差量だけ縮小され
た計測範囲（図 5.12）を定義して経路計画を行う．水平方向の位置誤差許容量
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表 5.3. 計測に関するパラメータ（実験 1-1）
Spxl D ro ho αt

0.2mm 70.0cm 45.9cm 4.59cm 0.0◦

図 5.11. 誤差分布（単位：cm）
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図 5.12. 水平方向の位置誤差への対処

ahを設定し，位置誤差を許容した計測範囲の赤道半径を roh = ro − ahで求め
る．発生した位置誤差が ah以下の場合，赤道半径 rohの範囲は計測可能であ
り，全領域の計測が保証される．

計測対象表面と垂直な位置誤差

計測対象表面と垂直に発生する位置誤差を，表面に近づく場合と表面から離れ
る場合に分けて検討する．

表面に近づく場合，実際の計測においてDが縮小される．これによって式（3.7）
における rc，すなわち roも縮小され，実際に計測される範囲が狭まる．そこ
で，予測される位置誤差量に応じて縮小された計測範囲を定義して経路計画を
行う．水平方向の位置誤差許容量 avを考慮した赤道半径 rovは式（5.1）で求
められる．

rov =
D − av
F

× Lv

2
× cd. (5.1)

表面から離れる場合，収集画像中の 1画素当たりの実サイズが大きくなるた
め，収集画像全体が無効なデータとなる．これを防ぐために，予測される位置
誤差量だけ計測距離を縮小して計測範囲を決定する．水平方向の位置誤差許容
量 avを考慮した計測距離を，Da = D− avで求める．Daを基に他のパラメー
タを設定することで，要求精度を確実に保持可能な経路を計画できる．

以上の検討を基に計測条件を再考する．本実験において，計測対象の形状は平面
であり，カメラは対象と一定距離を保って移動する．これに加えて，カメラを移動
させるのは人間であり，環境中の特徴から対象と垂直な方向に関しては人間側で高
精度に位置合わせが可能と考えられる．そのため，本実験においては水平方向の誤
差のみを考慮して計測条件を定式化する．本位置推定システムにおける位置誤差の
平均値は 13.07cmである．この数値から，ahを 13.07cm，26.14cmに設定して計測
条件を定式化した．また，比較対象として，ahを 0.00cmとした数値も算出した．以
上の各条件において経路を計画し，経路に沿った計測の結果を比較した．
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表 5.4. 計測失敗領域の割合（実験 1-1）
ah[cm] 0.00 13.07 26.14

計測失敗領域 [%] 6.86 0.00 0.00

5.4.3 実験結果

各条件における経路計画結果を図 5.13に示す．緑色のポリゴンは計測対象領域，
橙色の点は計測位置である．位置誤差を考慮した場合においては計測範囲が縮小さ
れ，計測位置がより多く導出された．各計測位置から収集した画像中の有効なデー
タの範囲を図 5.14に示す．緑円の範囲が，有効なデータとして抽出された．図 5.14

に従って，有効な画像データを収集できた領域を図 5.15に示す．白領域は，本来計
測されるべきであったが計測されなかった領域である．各条件における計測漏れ領
域の割合を表 5.4に示す．図 5.15，表 5.4より，位置誤差を考慮して計測条件を定式
化することで，全領域を計測可能となることが示された．
以上より，UAVの定位をできる限り理想化した条件においては，本手法によって
所望の計測タスクを達成可能な経路を計画できることを確認できた．

5.5 実験1-2：UAV実機を用いた検証実験
実験 1-1にて実環境での基礎的な有効性を確認できた．本節ではUAV実を用いた，
より実際の点検作業に近い条件での検証実験について述べる．

5.5.1 使用するUAV

本節の検証実験において，UAV本体は S1000+，フライトコントローラはA3（ど
ちらも DJI社）を用いた．A3には，水平・鉛直方向の位置推定のためにそれぞれ
GNSS・気圧計が内蔵されている．前述のとおり，GNSSを用いた自己位置推定では
数m単位で誤差が発生する．また，気圧計を用いた高度推定は，高精度な推定が困
難である，気圧の変化に大きく影響されるといった問題を持つ．そのため，上記の
機器の組み合わせではインフラ設備点検において求められる計測タスクの達成は困
難と考えられる．本実験では初期検討として，一般に入手可能なUAVでどの程度計
測タスクを達成可能か検証する．
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(a) ah：0.00cm（計測位置数：10）

(b) ah：13.07cm（計測位置数：22）

(c) ah：26.14cm（計測位置数：58）

図 5.13. 計測位置（実験 1-1）
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(a) ah：0.00cm

(b) ah：13.07cm

(c) ah：26.14cm

図 5.14. 画像データが収集された範囲（実験 1-1）
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(a) ah：0.00cm

(b) ah：13.07cm

(c) ah：26.14cm

図 5.15. 解析結果（実験 1-1）
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5.5.2 実機に発生する位置誤差

検証実験にあたり，実験環境にて実機に発生する位置誤差を検討した．位置誤差
が発生する原因は大きく分けて，機体制御性能に起因する誤差，センシング・位置
推定に起因する誤差と考えられる．以降で，それぞれの誤差の解析および誤差への
対処法を述べる．

機体制御性能に起因する誤差

まず，機体制御性能に起因する位置誤差を検討するための予備実験を実施し
た．図 5.16に，実験の様子を示す．実験環境は、愛知工業大学構内の広場と
した．実験当日の天気は晴れ，飛行中の風速は最大で 4.3m/sであった．ホバ
リングの指令に従って飛行中のUAVの位置をDISTO S910で測定し，得られ
たデータから位置誤差を解析した．実験の大まかなフローは以下のとおりで
ある．

1. UAVを所定の位置，レーザー距離計をUAVから南へ 10m離れた位置に
設置する．

2. UAVを離陸させ，地上 5mの位置でホバリングさせる．UAVが所定の高
度へ達したら，レーザー距離計を用いてUAVの位置を測定する．

3. UAVが所定の高度へ達してから 1分が経過したら，UAVを着陸させる．
以上のフライトを数回繰り返す．

実験で収集された位置データの解析法を述べる．ある 1フライトにおいて 1番
目に測定されたUAVの位置を基準位置とする．2番目以降に測定された位置
に関して，基準位置との南北方向（正：南方向），東西方向（正：東方向），鉛
直方向（正：鉛直上方向）の距離の差を求める．以上を全フライトのデータに
ついて行い，得られた距離の差，すなわち位置誤差を各方向ごとに解析する．

図 5.17に，本実験で得られた全てのUAVの位置を示す．各軸は各方向，赤点
は測定されたUAVの位置を示す．なお，基準位置は南北方向= 0[m]，東西方
向 = 0[m]，鉛直方向 = 0[m]の座標にある．本実験では，12回のフライトで
123点を測定できた．図 5.17の各位置を解析した結果を図 5.18に示す．横軸
は各方向，縦軸は正負を考慮した位置誤差の平均，棒上の黒線は標準偏差をそ
れぞれ示す．図 5.18に見られるように，本実験の条件においては，UAVに発
生する位置誤差は特定の方向に偏らず，ランダム性が強いという結果が得られ
た．また，環境に対して垂直方向（鉛直方向）の誤差は水平方向（南北，東西
方向）よりも小さくなることが分かった．
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図 5.16. 位置誤差測定実験の様子

以上の誤差への対処法を検討した．南北，東西方向の位置誤差の標準偏差は
それぞれ 0.264m，0.255mであった．これらの数値の二乗和平方根から，環境
中の水平方向においては 0.367mまでの位置誤差が頻出すると仮定した．また，
垂直方向に関しては水平と比べて位置誤差が小さく，実計測においては無視で
きると考え．以上より，ahを 0.0cm，18.4cm，36.7cmとして，それぞれ経路
計画した．

センシング・位置推定に起因する誤差

次に，センシング・位置推定に起因する位置誤差を検討するための予備実験を
実施した．S1000+は，GNSS，気圧高度計，IMUを用いて自己位置を推定す
る．これらの装置の中で，位置推定性能に関してはGNSSが支配的であると
考えた．そのため，GNSSによる位置推定性能を検証する予備実験を行った．

実験の概要を以下で述べる．Google Mapsを用いて環境中のある地点の緯度・
経度を記録し，真の値とする．その後，実際の環境にてUAVやタブレットを
用いて緯度・経度を測定し，真の値と比較した．以上の実験を，名古屋大学構
内の第三グリーンベルト，豊田講堂前の広場，愛知工業大学構内の広場のそれ
ぞれ複数の地点に対して行った．

結果の概要を説明する．測定値と真の値の誤差は，各環境，各時間帯で大きく
異なっていた．そのため，機体制御性能に起因する誤差のようにモデル化し，
経路計画段階で影響を組み込むことは困難であると判断した．そこで，計測実
験におけるフライト前に経路を修正するという対策をとった．環境内にあら
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図 5.17. 計測されたUAVの座標
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図 5.18. 位置誤差の解析結果
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図 5.19. 計測対象の平面領域

かじめ基準点を定め，Google Mapsを用いて緯度・経度の真の値を記録する．
フライト前に基準点で緯度・経度を測定し，真の値との誤差を算出する．算出
された誤差を基に，計画された経路をオフセットする．オフセットされた経路
に追従することで，指定された領域を大きく外れることなく飛行できると考
えた．

5.5.3 実験条件

予備実験の結果を考慮して計測実験を実施した．実験環境は名古屋大学豊田講堂
前の広場，計測対象は 5m× 5mの平面領域（図 5.19）とした．計測用カメラはα-7R

を用いた．ただし，第 3，4章と異なり，レンズの焦点距離は 35mmとした．UAV

に対し，図 2.4に示す zu正方向に固定してカメラを搭載した．画像データの要求精
度は Spxl = 0.5[mm]とし，表 5.5のとおりに各パラメータを設定した．本実験では
UAVを完全に自律飛行させることができなかったため，SDKを用いて人間による操
縦を補助するアプリケーションを作成した．このアプリケーションは，フライト前
に計画された経路を読み込む．フライト中に移動の指令を与えると，経路上で次に
到達すべき計測位置まで飛行し，計測位置にて計測の指令を与えて画像データを収
集する．これを，全計測位置で計測するまで続ける．実験中の様子を図 5.20に示す．
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表 5.5. 計測に関するパラメータ（実験 1-2）
Spxl D ro ho αt

0.5mm 3.58m 1.11m 0.111m 0.0◦

図 5.20. 計測実験の様子

5.5.4 実験結果

各条件における経路計画結果を図 5.21に示す．緑色のポリゴンは計測対象領域，
橙色の点は計測位置である．実験 1-1と同様に，ahを考慮した計測位置が導出され
た．各フライトで収集した画像データから計測範囲内の領域を抽出して並べた結果
を図 5.22に示す．青領域は，本来計測されるべきであったが計測されなかった領域
である．各条件における計測漏れ領域の割合を表 5.6に示す．実験 1-1と異なり，全
ての条件において計測漏れが発生した．
図 5.22を見ると，実際に計測された範囲が計測対象とした範囲と比較して一定方
向にずれていたことが分かる．フライト前にGNSSに起因する位置誤差を測定して
経路を修正したものの，フライト中に誤差の大きさ・方向が変化したため，所望の
領域周辺を飛行できなかったと考えられる．従って，実環境で実機を用いて所望の
計測タスクを達成するためには，センシング・位置推定性能の向上が必要である．
また，図 5.22(a)，(c)を見ると，収集された各画像において計測範囲に収まった
領域の大きさが変化していたことが分かる．原因は，高度方向に累積した位置誤差
であった．図 5.23に，実験中のUAVの高度に関する内部ログを示す．横軸はフラ
イト開始からの経過時間，縦軸は高度を示す．図 5.23に見られるように，高度の指
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(a) ah：0.0cm（計測位置数：12）

(b) ah：18.4cm（計測位置数：16）

(c) ah：36.7cm（計測位置数：26）

図 5.21. 計測位置（実験 1-2）
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(a) ah：0.0cm

(b) ah：18.4cm

(c) ah：36.7cm

図 5.22. 計測結果（実験 1-2）
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表 5.6. 計測失敗領域の割合（実験 1-2）
ah[cm] 0.0 18.4 36.7

計測失敗領域 [%] 31.4 34.7 13.5

図 5.23. 高度方向の累積誤差

令値は常に 3.58mであったものの，実際の高度は時間とともに低下する傾向にあっ
た．この高度低下は目視によっても確認できた．一方，予備実験においてこのよう
な挙動は見られなかったため，経路計画段階で対処できなかった．高度が低下する
とカメラ-計測対象間の距離Dが縮まり，式（3.7）から導かれるように有効なデー
タを収集可能な範囲が狭まった．UAV側で高度の低下を認識していたにもかかわら
ず高度を補正するように動作しなかったのは，制御量・操作量の算出が正しく行わ
れなかったことが原因の可能性がある．現段階では調査が及ばないため可能性に留
めるが，仮にそうであった場合には位置推定のみならず自律移動システム全体を見
直す必要がある．

5.5.5 実験1のまとめと今後の課題

実験 1では，センシング・位置推定が理想的に行えるとみられる環境で平面領域
を計測した．実験 1-1の結果から，UAVに発生する位置誤差を把握可能な環境にお
いては，計画された経路に沿って飛行することで所望の計測を達成できることが示
された．一方，実験 1-2の結果から，一般に入手可能なUAVはインフラ設備点検に
求められる位置制御性能を有していないことが明らかになった．この問題の解決策
の一つとして，リアルタイムキネマティックGNSS（以降，RTK-GNSS）の利用が
挙げられる．RTK-GNSSとは，地上に設置された基地局と移動局が受信した衛星電
波から移動局の位置を推定するシステムである．RTK-GNSSの導入によって cm単
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位の精度で位置を推定でき，遮蔽物のない環境においては計測タスクを達成可能と
考えられる．一方，通常のGNSSと同様に，RTK-GNSSも衛星電波の遮断やマルチ
パスによって位置推定が困難となるため，立体構造物付近では他の位置推定システ
ムが必要となる．

5.6 今後の実験計画
実験 1に関するこれまでの取り組みと今後の課題を述べた．以降では，実験 2お
よび実験 3に関する現在の計画・展望を述べる．

5.6.1 実験2. 小規模立体形状領域の計測

センシング・位置推定に起因する位置誤差の影響の検証にあたり，まずは屋内に
構築された模擬的な環境で実験する．図 5.24に，現在構築を予定している実験環境
のイメージを示す．本計画では，実際の橋梁点検に対しておよそ 1/10の規模となる，
高さ 2.5m ×幅 3.5m ×奥行き 3.5mの環境を構築する．環境中央部に，橋梁を模し
た実物モデルを配置し，計測対象とする．UAVは，Shenzhen Ryze Technology社の
Tello EDUを用いる．UAVの定位のために，GNSSを用いた自己位置推定の代わり
にDepthカメラを用いた位置推定システムを構築した．環境上部に複数のDepthカ
メラを配置し，得られた深度情報を統合してUAVの位置を推定する．このシステム
は，UAVを観測可能なカメラが多いほど位置推定精度が向上する，UAVが全カメ
ラから完全に遮蔽される領域においては位置推定が不可能であるといった，GNSS

を用いた自己位置推定と似た特徴を持つ．そのため，橋梁モデルの上部構造の真下
付近においては，位置推定精度が著しく低下すると予測される．
このような環境において自己位置推定のために，カメラ [62–65]やレーザ距離計

[66–69]を用いた自己位置推定システムが開発されてきた．しかし，カメラは照度変
化の影響を大きく受ける，レーザ距離計は機器が重い，どちらの機器においても特
徴抽出が困難な領域では位置推定精度が低下するといった問題がある．そこで，本
実験では，複数の位置推定補助用機体（以降，補機）を用いた位置推定手法 [70]を
導入する．補機群は，環境中のDepthカメラによって自身の絶対位置を，自身に搭
載されたカメラによって自身とタスク遂行のための機体（以降，主機）との相対位
置を推定する．その後，主機は補機群の位置情報を統合し，自身の位置を推定する．
この手法により，環境内のあらゆる領域で主機の位置を推定できると考えられる．
上記位置推定システムを用いた場合の主機の定位性能を測定し，その結果を考慮
して経路を計画・修正する．その後，経路に従ってUAVを飛行，対象領域を計測さ
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図 5.24. 構築中の実験環境

せ，収集画像および諸データから，センシング・位置推定が困難な環境における提
案手法の有効性を検証する．

5.6.2 実験3. 実橋梁規模の対象の計測

実環境での実験の最終段階として，実際のインフラ設備点検と同等の規模・条件
で実験を行う．本実験は，株式会社デンソーとの共同研究の一環として実施する見
通しである．図 5.25に，実験を予定している環境および対象：福島ロボットテスト
フィールド内の試験用橋梁 [71]を示す．この試験用橋梁は，長さ 50m，道路幅 10m，
桁下高 5mと，実際の橋梁と同等の規模を持つ．また，各所にコンクリートのひび
割れ，鋼材の亀裂等の異常が再現されており，収集した画像データの評価に有用で
ある．UAVは，HDC02 [23]（デンソー）の利用を予定している．この機体は，搭
載されたプリズムと外部のトータルステーションを用いた位置推定システムにより，
橋梁の桁下空間のようなGNSSの利用が困難な環境においても安定した位置推定が
可能である．また，ジンバルを介したカメラの搭載により，様々な方向からの撮影
が可能である．以上の条件にて経路を計画し，経路に沿って計測を行うことによっ
て，実際の点検と同等の環境での手法の有効性を検証する．
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図 5.25. 橋梁を模した実験施設（写真：福島ロボットテストフィールド）

5.7 本章のまとめ
本章では，提案手法の社会実装に向けた取り組みについて述べた．提案手法の社
会実装のために，計算量の明確化と実環境での検証実験に着手すべきと判断した．
手法の計算量について，計測位置導出に要する計算量を明確化し，大規模な設備へ
手法を適用する目途が立った．実環境での検証実験について，実規模の環境での有
効性の確認までのロードマップを作成した．また，UAVの定位をできる限り理想化
させた条件にて所望の計測タスクを達成可能であることを確認した．
社会実装のためには，センシング・位置推定性能を考慮した条件での検証実験が
必要である．今後は，橋梁点検現場を模した小規模および実際の点検と同等規模の
環境での検証実験に取り組む．





第6章

結論

本章では，本研究で得られた成果をまとめ，今後の課題について述べる．

6.1 本研究の成果
本研究では，インフラ設備の長期安全利用に向けた維持管理作業効率化のための，

UAVを用いたインフラ設備自動点検システムの実現を目指している．UAV に関す
る技術課題の中でも計測タスク達成のための経路の計画に着目した．計測タスクは
単純な点間の移動とは異なるタスクであり，旧来一般的であった経路計画法を直接
適用できない．インフラ設備点検および立体構造物計測のための経路計画に関する
従来研究では，計測のためのウェイポイント導出とウェイポイント巡回順決定に落
とし込んで問題を解いていた．一方，これらの手法は収集データの精度に関する検
討が不十分であり，所望の精度で計測できない恐れがあった．そこで，本研究では，
対象設備全表面領域の画像データを所望の精度で収集するための経路計画問題に取
り組んだ．ウェイポイント導出において対象設備とUAVの位置関係を厳密に検討す
ることで，所望の精度を保持して計測が可能であると考えた．
経路計画法の確立のために，以下のような活動を行った．

問題設定

経路計画問題を解くにあたって，取り扱う問題と必要な事前情報を明確にし
た．ひび割れやさびを検出する近接目視点検の代替を目的とし，収集データは
一定精度以上の画像データとした．必要な事前情報として，対象設備の形状，
画像データの要求精度，機器の性能・制約を設定した．対象設備の形状は，StL
ファイル形式の 3Dモデルを用いる．画像データの要求精度は，検出すべき異
常と使用する異常検出技術に基づいて決定する．UAVは，ジンバルを介して
カメラを搭載したマルチロータ型の機体を想定する．
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以上の前提から，対象設備全表面領域を一定精度で効率的に計測するための
ウェイポイント（計測位置）を導出し，計測位置の巡回順を決定することで，
所望の計測タスクを達成するための経路を計画できると考えた．

経路計画法

問題設定・事前情報を基に，経路計画法を提案した．まず，要求精度とカメラ
の仕様を基に計測要件を定式化する．一定精度を保持して計測可能な対象設
備表面からの距離（計測距離）と，その時データ収集可能な範囲（計測範囲）
を定義する．計測範囲形状を考慮して，StLファイルを構成するポリゴン群を
分割・クラスタリングにより再構成し，各クラスタに対して計測位置を導出す
る．その後，対象設備との衝突の回避，飛行時間最短化を考慮し，計測位置の
巡回順を決定する．以上の手順で計画された経路に沿って飛行することで所望
の計測タスクを達成可能であることをシミュレーションにて確認した．

社会実装を想定した評価・検証

提案手法の社会実装に向けて解決すべき課題を図 5.1のように設定した．その
上で，本研究にて取り組む課題を，大規模設備に対する手法の適用のための検
討，実環境における手法の有効性の確認とした．

規模の異なる 3Dモデルに対して経路計画し，計測位置導出法の計算量を明確
化した．その後の検討によって，大規模設備に対する手法の適用可能性を示
した．

提案手法の有効性を実環境で確認するための実験ロードマップを作成した．UAV
の自律移動技術や周辺環境が計測タスクに及ぼす影響を考え，3つの段階に分
けて実験を計画した．まずは，理想的なセンシング・位置推定が可能と考え
られる環境での平面領域を対象とした計測実験に取り組み，2つの実験を実施
した．

1つは，UAVの自律移動をできる限り理想化した環境での計測実験である．屋
内に実験環境を構築し，人間がカメラを移動させて平面領域を計測する．環境
中の位置推定システムの精度を考慮して，発生が予測される位置誤差に対処し
た経路を計画した．誤差の考慮によって，対象全領域を計測可能であると確認
できた．

もう 1つは，UAV実機を用いた屋外環境での計測実験である．UAVに発生す
る誤差を機体制御に起因する成分とセンシング・位置推定に起因する成分に分
けて検証した．機体制御に起因する誤差は前述の実験と同様に，センシング・
位置推定に起因する誤差はフライト前の誤差計測と経路のオフセットで対処し
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た．計測実験の結果から，センシング・位置推定が容易と考えられる環境にお
いても，定位のために経路計画以外で対処が必要であると結論付けた．

6.2 今後の課題
これまでに，タスク達成のための経路計画法を提案し，大規模設備に手法を適用
する際の計算量について検討した．加えて，実環境での検証実験のためのロードマッ
プを作成し，理想的な環境における実験を実施した．一方，社会実装のためには図
5.1に示す他の問題を解決する必要がある．以下で，各問題の概要とそれに対する検
討を述べる．

6.2.1 検証実験

提案手法の社会実装のためには，実環境での検証を続ける必要がある．現在，よ
り実際の計測タスクに近い環境での実験を計画している．まずは，実環境の 1/10程
度の規模の実験環境を構築し，橋梁を模した立体構造物の計測実験を行う．複数補
機を用いてGNSSに依存せず位置を推定するシステムを用いることで，環境中のあ
らゆる領域にて定位が可能であり，計測タスクを遂行可能と考えられる．その後，実
橋梁と同等規模の実験施設にて計測実験を行う．

6.2.2 経路計画

本研究では，計測に対する最低限の要件である「対象設備全表面領域の計測」，「一
定以上の精度での計測」，「対象設備とUAVの衝突の回避」および「短時間でのタス
ク達成」を充足する経路計画法を提案した．一方，社会実装に向けて考慮すべき要
件は他にも存在し，経路計画に関する更なる検討が必要である．

高度な要求の充足

本研究では，画像データの要求精度は対象設備の全領域において一定とした．
しかし，実際の橋梁は一様な物体ではなく，領域ごと画像データの要求精度が
異なる場合も考えられる．例えば，橋梁定期点検要領 [14]では，鋼材の防食
機能の劣化評価には 1～5mm程度の大きさのさびが基準とされる．このよう
なさびの検出に必要な画像データの精度は，前章までで想定したコンクリート
部分のひび割れ検出とは異なる．各領域に要求される最低限の精度で計測する
ことで，効率的なタスク達成を実現できる．この要求に応えるためには，計測
要件の定式化や計測位置導出に関して再考する必要がある．
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また，提案手法では，3Dモデルを構成するポリゴンを少なくとも一度計測す
るように計測位置を導出した．一方，異常が検出された箇所の明確化や点検結
果の管理のために，計測した画像データを貼り付けた 3Dモデルを作成する場
合がある．この場合，隣り合う画像データは一定以上の重複率を確保しなけれ
ばならない．この課題に関しては，要求される重複率を考慮して縮小された計
測範囲を設定することで解決できる可能性がある．

飛行特性の考慮

経路計画において，UAVは計測位置間を一定速度で移動し，計測位置で静止
して計測すると設定した．一方，実際の利用においては，UAVを移動させな
がら連続で計測させる場合がある．この場合，UAVが滑らかに飛行できるよ
うな経路，例えば，高度一定で地面と平行な移動が多い経路，急峻な方向転換
が少ない経路が求められる．この問題は，計測位置巡回順の決定において，高
度および移動方向の変化を考慮したコストを設定することで解決できる可能
性がある．ここで，図 4.6，4.7を見ると，隣接する計測位置同士では高度が異
なる場合が多い．計測位置は対象設備全体を一定以上の精度で計測するため
に，計測位置巡回順の決定とは独立に導出された．このような計測位置に対し
ては，前述の要求を満たすように巡回順を決定できない恐れがある．そこで，
計測位置導出の段階でUAVの飛行特性を考慮する必要がある．

計測可能な方向の考慮

第 2章では，UAVはあらゆる方向を計測可能と仮定した．しかし，実機にお
いては機構や積載可能重量に起因してこの前提が成り立たず，計測不可能な方
向が生じる．対象設備を様々な方向から計測するためには，カメラの搭載位置
を変えて複数回計測する必要がある．提案手法では，各計測位置における計測
方向が定義されている．そこで，UAVの機構と計測方向を考慮して計測位置
群を分類し，分類された群ごとに巡回順を決定するというアプローチが考えら
れる．その他，計測可能な方向を制限した計測条件を設定して計測位置を導出
するという策も挙げられる．

複数機での計測

本研究では，単独のUAVによる計測を想定したが，実点検においては 1フラ
イトで計測タスクを達成できない，タスク達成に時間を要するといった問題が
発生する．これらの問題の解決のために，複数のUAVの同時利用という策が
挙げられる．前述の計測可能な方向の考慮についても，カメラの搭載位置が異
なる複数のUAVを用いることで効率的な計測が期待できる．複数機を想定す
る場合，各機の飛行時間の均等化によるタスク全体の効率化，UAV同士の衝
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突回避を考慮して経路計画する必要がある．AGV群の経路についてはこれま
でに様々な検討 [72,73]がなされており，これらの知見を利用して計測用UAV

群の経路を計画可能と考えられる．
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